
第11章 林 野 庁

第1節 森林の整備の推進

1 森林整備事業

⑴ 事業体系の概要
森林・林業基本法における基本理念である森林の有

する多面的な機能を持続的に発揮させていくため、面
的なまとまりをもった森林経営の確立、多様で健全な
森林の整備等の施策を総合的かつ体系的に推進するこ
とにしている。

⑵ 事 業 の 概 要
ア 森林環境保全整備事業

森林施業の集約化や路網整備を通じて施業の低コ
スト化を図りつつ森林整備を計画的に推進するとと
もに、生物多様性の保全等に資する森林整備を推進
することにより、森林の有する多面的機能の維持・
増進を図り、森林環境の保全に資する事業である。
ア 森林環境保全直接支援事業

森林経営計画の作成者等が施業の集約化や路網

整備を通じて施業の低コスト化を図りつつ計画的
に行う、搬出間伐等の森林施業とこれと一体とな
った森林作業道の整備を実施する事業である。
イ 環境林整備事業

自助努力等によっては適切な整備が期待できな
い森林について、地方公共団体と森林所有者等に
よる協定に基づいて行う広葉樹林化や針広混交林
化に向けた施業、気象上の原因により被害を受け
た森林を復旧させるための造林や松くい虫被害を
防止するための樹種転換等を実施する事業であ
る。
ウ 林業専用道整備事業

主として森林施業のために利用する恒久的施設
として地方公共団体等が行う林業専用道の整備を
実施する事業である。

イ 美しい森林づくり基盤整備交付金
「森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置法」
に基づき市町村に直接交付する法定交付金により、
間伐等の促進を図る事業である。

表1 平成23年度森林整備事業予算
（単位：千円）

事 項 事 業 費 国 費
森林整備事業費 100,793,213 32,556,000
森林整備事業調査費等 54,971 54,971
森林環境保全整備事業費補助 99,736,242 30,388,029
森林環境保全直接支援事業費補助 97,633,000 29,412,000
林業専用道整備事業費補助 1,117,334 551,000
環境林整備事業費補助 985,908 425,029
後進地域特例法適用団体補助率差額 － 1,612,000
美しい森林づくり基盤整備交付金 1,002,000 501,000

合 計 100,793,213 32,556,000

2 林道施設災害復旧事業

災害による既設林道の機能の停止は、林産物の搬出
及び民生安定に大きな影響を及ぼすため、被災した林
道は、できるだけ早急に復旧することとしている。平
成23年度末現在の復旧進度は、21年災は100％完了、22

年災は97％、23年災は73％であって、これに要した国
費は表2のとおりである。
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表2 平成23年度林道施設年災別災害復旧事業内訳
（単位：千円）

区 分 全体国費 平成23年度 平成23年度まで
(改国費)A 国費 国費累計B (B/A)

21年災 4,374,747 196,151 4,374,747 100％
22年災 5,828,713 1,029,406 5,675,174 97％
23年災 24,959,389 18,097,041 18,097,041 73％

なお、平成23年災の被害額は399億9,394万円で、そ
の内訳は表3のとおりである。

表3 平成23年災内訳
（単位：千円）

主な災害名 箇所数 被害額
地 震 災 2,352 3,804,163
地 す べ り 災 5 212,456
豪 雨 災 3,896 11,109,181
梅 雨 災 1,663 2,194,332
台 風 災 8,642 22,632,603
そ の 他 災 害 7 41,200

合 計 16,565 39,993,935

3 森林災害復旧事業

激甚災害の指定を受けた被害森林の復旧を行うもの
で、農林水産大臣が告示する市町村の区域において、
被災した森林の公益的機能の回復及び二次災害の防止
を目的として、被害木等の伐採及び搬出、被害木等の
伐採跡地における造林、倒伏した造林木の引起し及び
作業路の開設を行い、人工林の早期かつ確実な復旧を
図る事業である。

4 間 伐 対 策

平成19年2月から官民一体となって展開している
「美しい森林づくり推進国民運動」の目標である6年
間で330万 ha の間伐実施及び、森林・林業再生プラン
の目標である平成32年の木材自給率50％以上の達成に
向け、
① 森林管理・環境保全直接支払制度を創設し、森
林施業の集約化、計画に基づく持続的な森林施業
及び施業と一体となった森林作業道の整備を支援

② 「森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置
法」に基づき、地域の提案を活かした市町村の自
主的な事業展開による間伐等を推進

③ より一層効率的な間伐の実施を図るため、丈夫
で簡易な道づくりを主体とする路網整備や高性能
林業機械の導入等を推進

④ 間伐等における高性能林業機械の高度活用シス

テムの導入取組に対する支援を実施
⑤ 間伐に関する普及啓発や利用困難な間伐材の用
途開拓等の実施

など、間伐の推進及び間伐材の利用促進を総合的に展
開した。

5 水源林造成事業等

独立行政法人緑資源機構法を廃止する法律（平成20
年法律第8号）の施行により、平成20年4月1日をも
って独立行政法人緑資源機構（以下「旧機構」という。）
は解散し、旧機構が実施していた業務の一部は独立行
政法人森林総合研究所（以下「研究所」という。）に承
継された。
ア 水源林造成事業

研究所が分収林特別措置法（昭和33年法律第57号）
第2条第1項に基づく分収造林契約の当事者となっ
て、奥地水源地域の森林の水源涵

かん

養機能を高度に発
揮するため、保安林及び同予定地のうち無立木地、
散生地、粗悪林相地等について、急速かつ計画的に
森林を造成する事業で、
平成23年度においては、新植1,247ha、下刈
16,584ha、除伐21,665ha を実施したほか、既植栽地
において複層林297ha を整備した。新植累計面積
（平成23年度末）は約46万 ha である。
イ 特定中山間保全整備事業

水源林造成事業の対象地域であって、地勢等の地
理的条件が悪く、農業の生産条件が不利な地域にお
いて、農林業の持続的な生産活動を促進するととも
に、これを通じて公益的機能の維持増進を図るため、
水源林造成と一体に森林及び農用地の整備を行う。
平成23年度においては、3区域において水源林造成
及び農林道の開設を行った。

表4 平成23年度水源林造成事業等予算
（百万円）

国 費 24,093
国庫補助金 12,907
政府補給金 28
政府出資金 10,780
交付金 378

財投借入金 6,700
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第2節 森林資源の充実と森林
保全

1 森 林 計 画

森林は林産物の供給のほか、国土の保全、水源の涵
かん

養、自然環境の保全及び形成等多くの機能を有し、経
済社会の発展につれてますますその重要性を増してい
る。かつて森林は、ややもすると無秩序に伐採・開発
され、その結果、森林の荒廃を招き、山崩れや風水害
による災害を発生させる原因となってきた。また、無
計画な伐採は森林資源を減少させ、林産物需給の面で
大きな混乱をきたすおそれもある。しかも、森林の生
育期間は超長期の年月を要することから、一旦このよ
うな状態になってから森林の機能の回復を図ることは
容易ではなく、国民経済に大きな影響を及ぼすことと
なる。このようなことから、森林の取扱いは計画的か
つ合理的に行うことが肝要である。このため、森林の
保続培養と森林生産力の増進を図り、もって国土の保
全と国民経済の発展に資するため森林法によって森林
計画制度を設けている。
森林計画制度は昭和26年の森林法の制定によって設

けられ、以降数次の改正を経ている。
現在、人工林を中心として森林資源が成熟し、量的

に充実しつつあるが、林業採算性の低下等から必要な
施業が行われず、無秩序な伐採や造林未済地の発生と
ともに、森林病害虫や野生鳥獣による森林被害などに
より、森林の機能の低下を招く恐れが高まっている。
このような状況の下、平成23年4月の森林法の一部改
正では、森林・林業再生プラン（平成21年12月公表）
を法制面で具体化するため、現行の「森林施業計画制
度」を改め、森林経営計画制度を創設する等の見直し
が行われた。
現行の森林計画制度体系は、①農林水産大臣が「森

林・林業基本計画」に即し、かつ保安施設の整備の状
況等を勘案して、全国の森林について森林整備及び保
全の目標等に関する基本的事項を定めた「全国森林計
画」、並びに全国森林計画の目標の達成に資するため、
全国森林計画の作成と併せて、農林水産大臣がたてる
「森林整備保全事業計画」（森林法第4条）、②都道府県
知事が全国森林計画に即して、森林計画区に係る民有
林について地域的な森林の特性に応じた森林整備及び
保全の基本方針、伐採、造林、林道、保安林の整備の
目標等を明らかにした「地域森林計画」（森林法第5
条）、③森林管理局長が国有林について森林整備の方

針を明らかにした「国有林の地域別の森林計画」（森林
法第7条の2）、④市町村がその区域の民有林につい
て地域の実情に即した森林整備を推進するための具体
的な森林施業の規範等を明らかにした「市町村森林整
備計画」（森林法第10条の5）からなっている。また、
森林所有者又は森林所有者から森林の経営の委託を受
けた者が自発的意思に基づき5年を1期とする森林の
施業及び森林の保護に関する計画を作成し、市町村の
長等の認定を求める「森林経営計画」（森林法第11条）
等が措置されている。
平成23年4月に公布された改正森林法等に基づき、
平成23年7月には全国森林計画の変更計画が閣議決定
された。
また、地域森林計画は平成23年12月までに、市町村
森林整備計画は、平成24年3月までにそれぞれ一斉変
更等を実施した。

⑴ 全国森林計画
ア 目的

国の長期にわたる統一的な森林に関する政策の考
え方及び森林施業上の指針を明らかにするものであ
る。
イ 策定主体

農林水産大臣
ウ 計画期間

5年ごとにたてる15年計画（現行の計画は、平成
21年4月1日から平成36年3月31日までを計画期間
として平成20年10月21日に策定され、平成23年7月
26日に変更された）
エ 計画対象森林

森林法第2条に規定する全国の森林
オ 計画事項
・森林の整備及び保全の目標その他森林の整備及び
保全に関する基本的な事項
・森林の立木竹の伐採に関する事項（間伐に関する
事項を除く）
・造林に関する事項
・間伐及び保育に関する事項
・公益的機能別森林施業を推進すべき森林の整備に
関する事項
・林道の開設その他林産物の搬出に関する事項
・森林施業の合理化に関する事項
・森林の保護に関する事項
・森林の土地の保全に関する事項
・保安施設に関する事項
・その他必要な事項
カ 森林整備及び保全の目標と計画量
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表5 森林整備及び保全の目標
区 分 現 況 計画期末

（H19.3.31） （H36.3.31）
育成単層林面積（千 ha） 10,312 10,163
育成複層林面積（千 ha） 955 1,625
天然生林面積（千 ha） 13,830 13,309
森林蓄積（㎥/ha） 177 208

表6 伐採立木材積
（単位：百万㎥）

区 分 総 数 主 伐 間 伐
計 画 量 690 293 397

表7 造 林 面 積
（単位：千 ha）

区 分 人工造林 天然更新
計 画 量 856 872

表8 林 道 開 設 量
（単位：千 km）

区 分 林道開設量
計 画 量 91.0

表9 保 安 林 面 積
（単位：千 ha）

総数 水源涵
かん

養の
ための保安林

災害防備の
ための保安林

保健、風致の保存
等のための保安林

12,812 9,674 3,072 856

（注）保安林面積の総数欄は、2以上の目的を達成する
ために指定する保安林があるため、内訳の合計に
合致しない。

表10 治山事業施行地区数
（単位：百地区）

区 分 治山事業施行地区数
計 画 量 311

⑵ 地域森林計画等
① 地域森林計画
ア 目的

全国森林計画に即し、都道府県の森林関連施策
の方向及び地域的な特性に応じた森林整備及び保
全の目標等を明らかにするとともに、市町村森林
整備計画において計画事項を定めるに当たっての
指針となる。

イ 策定主体
都道府県知事

ウ 計画期間
5年ごとにたてる10年計画

エ 計画対象森林
森林計画区内の民有林

オ 計画事項
・その対象とする森林の区域

・森林の有する機能別の森林の整備及び保全の目
標その他森林の整備及び保全に関する基本的な
事項
・伐採立木材積その他森林の立木竹の伐採に関す
る事項（間伐に関する事項を除く。）
・造林面積その他造林に関する事項
・間伐立木材積その他間伐及び保育に関する事項
・公益的機能別施業森林の区域の基準その他公益
的機能別施業森林の整備に関する事項
・林道の開設及び改良に関する計画、搬出方法を
特定する必要のある森林の所在及びその搬出方
法その他林産物の搬出に関する事項
・委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施、
森林施業の共同化その他森林施業の合理化に関
する事項
・森林病害虫の駆除及び予防その他森林の保護に
関する事項
・樹根及び表土の保全その他森林の土地の保全に
関する事項
・保安林の整備、保安施設事業に関する計画その
他保安施設に関する事項

② 国有林の地域別の森林計画
ア 目的

全国森林計画に即し、森林計画区別にその管理
経営する国有林の森林の整備及び保全の方向、伐
採、造林の目標等を明らかにする。
イ 策定主体

森林管理局長
ウ 計画期間

5年ごとにたてる10年計画
エ 計画対象森林

森林計画区内の国有林
オ 計画事項
・その対象とする森林の区域
・森林の有する機能別の森林の整備及び保全の目
標その他森林の整備及び保全に関する基本的な
事項
・伐採立木材積その他森林の立木竹の伐採に関す
る事項（間伐に関する事項を除く。）
・造林面積その他造林に関する事項
・間伐立木材積その他間伐及び保育に関する事項
・林道の開設及び改良に関する計画、搬出方法を
特定する必要のある森林の所在及びその搬出方
法その他林産物の搬出に関する事項
・森林病害虫の駆除及び予防その他森林の保護に
関する事項
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・樹根及び表土の保全その他森林の土地の保全に
関する事項

・保安林の整備、保安施設事業に関する計画その
他保安施設に関する事項

・公益的機能別施業森林区域及び当該公益的機能
別施業森林区域内における施業の方法その他公
益的機能別施業森林の整備に関する事項

・森林施業の合理化に関する事項
⑶ 市町村森林整備計画

ア 目的
市町村の森林現況等を踏まえ、地域住民や森林所

有者等に対して、市町村の森林関連施策の方向や造
林から伐採までの森林施業、森林の保護等の規範を
示すことにより、地域の適切な森林整備を推進する。

イ 策定主体
市町村の長

ウ 計画期間
5年ごとにたてる10年計画

エ 計画対象森林
市町村内の地域森林計画の対象となっている民有

林
オ 計画事項
・伐採、造林、保育その他森林の整備に関する基本
的事項

・立木の標準伐期齢、立木の伐採の標準的な方法そ
の他森林の立木竹の伐採に関する事項（間伐に関
する事項を除く。）

・造林樹種、造林の標準的な方法その他造林に関す
る事項

・間伐を実施すべき標準的な林齢、間伐及び保育の
標準的な方法その他間伐及び保育の基準

・公益的機能別施業森林区域及び当該公益的機能別
施業森林区域内における施業の方法その他公益的
機能別施業森林の整備に関する事項

・委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施の促
進に関する事項

・森林施業の共同化の促進に関する事項
・作業路網その他森林の整備のために必要な施設の
整備に関する事項

・森林病害虫の駆除及び予防、火災の予防その他の
森林の保護に関する事項

・林業に従事する者の養成及び確保に関する事項
・森林施業の合理化を図るために必要な機械の導入
の促進に関する事項

・林産物の利用の促進のために必要な施設の整備に
関する事項

・その他森林の整備のために必要な事項

2 森林整備地域活動支援交付金制度

地球温暖化防止の推進や利用期を迎えた人工林資源
を木材の安定供給へとつなげていくためには、施業の
集約化により小規模分散の森林の所有構造を改革し、
路網整備と高性能林業機械の活用により、間伐等の生
産コストを削減していくことが不可欠である。
一方、施業の集約化は、多数にわたる森林所有者の
同意の取り付けや境界の確認など、多くの手間と時間
を要し、事業実行に至るまでのコストが掛かり増しに
なることから、林業事業体においても積極的に踏み込
んでいけない状況である。
このため、施業集約化にかかる行為について、一定
の支援を行うことで、我が国の林業構造の改革を後押
しし、自立的な林業経営の実現を目指すこととしてい
る。

⑴ 森林整備地域活動支援交付金
ア 森林経営計画作成促進

これまで森林経営計画が作成されていなかった森
林で、新たに森林経営計画を作成する場合に必要と
なる施業履歴の調査や簡易なプロット調査等の活動
に対して交付金を交付する。
イ 施業集約化の促進

森林経営計画認定森林における毎年度の事業実施
に必要な境界の確認、伐採量を把握するための立木
調査、間伐の収支を示して森林所有者の同意の取り
付けに必要な施業提案書の作成等の活動に対して交
付金を交付する。
ウ 作業路網の改良活動

間伐実施の基盤となる作業路網について、丈夫で
簡易なものに転換していくため、排水不良、路肩の
崩壊などの発生状況をチェックし、その原因を洗い
出し、作業道の破壊の原因を取り除きつつ、弱点と
なる箇所を補強する取組等の活動に対して交付金を
交付する。
エ その他、実施結果の審査・確認等に要する経費を
地方公共団体へ助成する。

予算額 5,850,000千円
（前年度 0千円）

3 民有林治山事業の推進及び保安林制度

⑴ 民有林治山事業の推進
ア 森林整備保全事業計画

治山事業については、森林の水土保全機能の高度
発揮による「国民が安心して暮らせる社会の実現」
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等の事業の目標を掲げた森林整備保全事業計画（計
画期間:平成21年～25年度）に基づき計画的に事業を
実施している。主な成果目標は、周辺の森林の山地
災防止機能等が確保された集落の数を、5万2千集
落から5万6千集落に増加させることとしている。
同目標についての最新の実績値（平成22年度)は、

約5万3千集落となっている。
イ 事業実施の概要

平成23年度の民有林治山事業は、当初で事業費
657億2,286万円（前年当初比88.6％）国費387億
8,200万円（前年当初比88.2％）（表11）、補正で事業
費164億1,185万円、国費86億1,900万円をもって実
施した。

表11 平成23年度民有林治山事業予算
（単位：千円）

事 項 事業費 国 費
治 山 事 業 費 65,712,366 38,771,506
治 山 事 業 費 11,719,256 9,309,000
治 山 事 業 調 査 費 65,000 65,000
治 山 事 業 費 補 助 53,928,110 26,989,506
治山等激甚災害対策特別緊急事業費補助 2,067,777 1,137,000
山地治山事業費補助 40,277,240 20,496,506
復 旧 治 山 29,085,240 14,753,506
地 す べ り 防 止 7,822,000 3,911,000
防 災 林 造 成 3,370,000 1,832,000

水源地域等保安林整備事業費補助 11,583,093 5,356,000
水 源 地 域 整 備 7,683,093 3,864,000
保 安 林 整 備 3,900,000 1,492,000

後進地域特例法適用団体補助率差額 － 2,408,000
治 山 事 業 調 査 諸 費 10,494 10,494
職 員 旅 費 3,608 3,608
庁 費 6,886 6,886
合 計 65,722,860 38,782,000

ウ 事業実施状況
ア 直轄事業
ａ 直轄治山

山地災害を防止するため、事業の規模が著し
く大きい場合や高度の技術を要する場合等、国
土保全上特に重要なものである場合に、国が民
有林において荒廃地等の復旧整備を実施する事
業である。平成23年度は、新規1地区、継続15
地区で実施した。

ｂ 直轄地すべり防止
地すべりによる被害を防止するため、工事の

規模が著しく大きい場合や高度の技術を要する
場合等、国土保全上特に重要なものである場合
に、国が民有林の地すべり防止区域において地

すべりを防止をする対策工事を実施する事業で
あり、平成23年度は、継続11地区において実施
した。
ｃ 調査事業は、山地保全調査、流域山地災害等
対策調査及び治山事業積算基準等分析調査等を
実施した。

イ 補助事業
ａ 治山等激甚災害対策特別緊急

台風・集中豪雨・火山活動等により著しく激
甚な災害が発生した一連の地区において、緊急
かつ集中的に荒廃地等の復旧整備を実施した。
平成23年度の治山激甚災害対策特別緊急事業
は、平成20年の岩手・宮城内陸地震に係る岩手・
宮城内陸地区（宮城県）、平成21年災に係る西
播・南但地区（兵庫県）、山口・防府地区（山口
県）の継続3地区、また、平成22年災に係る西
部・北部地区（広島県）の新規1地区において
実施した。
ｂ 山地治山総合対策

山地災害を防止するため、渓流や山腹斜面を
安定させる治山ダム工、土留工等の施設の整備
や植栽工等を行い、荒廃地、荒廃危険地等の復
旧整備を実施した。
また、保安林の機能を維持強化するための森
林の整備、潮害、風害等を防止するための森林
の造成、防災機能の発揮が必要とされる地域に
おいて、森林の総合的な整備等を実施した。
ｃ 水源地域等保安林整備

水源地域等における荒廃地、荒廃森林等の総
合的な整備や水源涵

かん

養等の機能が低下した保安
林における森林の整備を実施した。
ｄ 地すべり防止

地すべりによる被害を防止するため、地すべ
り防止区域において、地すべりを誘発する地下
水排除等を行う地すべり防止工事を実施した。

ウ 災害復旧等事業
治山事業によって設置された林地荒廃防止施設
及び地すべり防止施設の公共土木施設が異常な天
然現象により災害を受けた場合、これらの施設の
災害復旧事業を実施している。また、林地の被害
箇所のうち、人家、公共施設等に係る緊急性が高
い箇所については、災害関連緊急治山事業等より、
荒廃した林地の早期回復と再度災害の防止に努め
ている。
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表12 平成23年度災害復旧等事業予算
（単位：千円）

区 分 事業費 国 費
山林施設災害復旧事業費 52,387,927 45,733,000
山林施設災害関連事業費 58,369,727 39,392,000

⑵ 保 安 林 制 度
森林は、木材生産機能だけではなく、水源の涵

かん

養、
災害の防備、生活環境の保全・形成、保健休養の場の
提供等の公益的機能を有している。保安林制度は、特
にこれらの機能を発揮させる必要のある森林を保安林
として指定し、伐採や開発行為等の規制を通じて、森
林を適切に保全・管理し、森林の有する公益的機能を

高度に発揮させることにより、人々の安全で豊かな生
活を確保することを目的とする制度である。
保安林の整備について、平成23年度末現在における
保安林面積は、実面積で1,205万3千 ha と我が国の森
林面積の48％、国土面積の32％を占めるに至っている。
今後とも、保安林としての指定を計画的に推進する
とともに、保安林の機能の十分な保全を図るため、保
安林の適切な管理を一層推進していくこととしてい
る。
また、京都議定書に基づく我が国の森林吸収源とし
て天然生林による吸収量を算入するためには、その森
林に対して保安林をはじめとした法令等に基づく保
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表13 保安林の種類別面積（平成24年3月31日現在）
（単位：千 ha）

森林法
第25条
第1項

所有形態
保安林種 国有林 民有林 総 数 対全保安林

比 率（％）

1号 水 源 か ん 養 保 安 林 5,682 3,418 9,100 (75.5)
2号 土砂流出防備保安林 1,077 1,479 2,556 (20.7)
3号 土砂崩壊防備保安林 20 39 59 ( 0.5)

1～3号保安林小計 6,779 4,936 11,715 (96.7)
4号 飛 砂 防 備 保 安 林 4 13 17

5号

防 風 保 安 林 23 34 57
水 害 防 備 保 安 林 0 1 1
潮 害 防 備 保 安 林 5 8 14
干 害 防 備 保 安 林 50 75 125
防 雪 保 安 林 0 0 0
防 霧 保 安 林 9 53 62

6号
な だ れ 防 止 保 安 林 5 14 19
落 石 防 止 保 安 林 0 2 2

7号 防 火 保 安 林 0 0 0
8号 魚 つ き 保 安 林 8 51 60
9号 航 行 目 標 保 安 林 1 0 1
10号 保 健 保 安 林 356 343 699
11号 風 致 保 安 林 13 15 28

4号以下保安林小計 474 610 1,084 ( 3.3)
合 計 7,253 5,546 12,800

（実 面 積） (6,899) (5,155) (12,053) (100.0)
国 土 面 積 に 対 す る 比 率 (18.3) (13.6) (31.9)
全 国森林面積に対する比率 (27.5) (20.5) (48.0)
所有別森林面積に対する比率 (89.8) (29.6) －
注1 各保安林種の面積は、他種との重複指定を含んだ延べ面積を計上したもので
ある。

2 合計欄の（ ）は、重複面積を差し引いた実面積である。
3 表中の比率は、実面積比である。
4 国有林には、官行造林地及び林野庁所管以外の国有林を含む。
5 四捨五入のため、内訳の計と合計は必ずしも一致しない。
6 国土面積は平成23年10月1日現在、全国森林面積は平成19年3月31日現在の
ものである。



護・保全措置が講じられていることが条件となってい
ることから、保安林の適切な管理は、森林吸収源対策
を推進する観点からも重要となっている。
このような中、平成23年度にとられた保安林に係る

主な施策は以下のとおりである。
ア 保安林の指定

平成21年4月1日を始期とする全国森林計画にお
いて保安林の配備に関する基本的事項が定められて
おり、これに従い保安林の指定等を行った。

イ 特定保安林の指定
平成23年度は、特に保育・間伐が適切に実施され

ず過密化した森林等が存することにより機能が低下
している保安林約6千 ha の指定を行うとともに、
必要な施業が実施され機能の回復が見込まれた特定
保安林約3万4千 ha について解除を行った。

ウ 保安林の管理
保安林の適正な管理を推進するために、衛星画像

デジタルデータの活用により、土地の形質の変更等
があった箇所を抽出して現地調査を行う管理体制の
整備を行うとともに、保安林の境界が不明確で、管
理上重要な保安林について、境界の点検調査を行い、
境界の明確化を図った。

エ 損失補償
保安林等の指定に伴い発生する通常受けるべき損

失を森林所有者に補償するため、損失補償金を交付
した。

4 種苗生産事業

健全で多様な森林の整備を計画的に推進するために
は、優良種苗の安定供給の確保が重要である。このた
め、次の事業を実施した。

⑴ 優良種苗供給促進事業
ア 郷土樹種苗確保対策事業

郷土樹種の苗木を確保するため、種子採取、精選
等及び流通段階における産地・系統の表示を促進す
るとともに、需給バランスを確保するための調整・
調査を実施した。

イ 森林力増強苗木生産事業
多様な樹種について、苗木生産における育苗作業

を省力化するための新たなコンテナ利用や、苗木の
上長生長を促し育成期間を短縮した育苗技術等によ
る苗木生産の先駆的な取組を行うとともに、当該技
術を普及するために現地指導等を実施した。

ウ 花粉症対策林整備推進事業
少花粉スギ林や広葉樹林への転換等花粉の少ない

森林づくりを促進するため、少花粉スギ等苗木の利

用拡大に向けた森林所有者等に対する普及指導等を
実施した。

⑵ 特別母樹林保存損失補償
林業種苗法（昭和45年5月22日法律第89号）に基づ
き指定した特別母樹林の所有者に対し、本来得られる
であろう所得の損失の一部を補償した。
平成23年度は、966万9千円を助成した。

5 国民参加の森林づくりの推進

近年における森林に対する国民の要請の多様化、林
業を取り巻く情勢の変化とこれに伴う管理不十分な森
林の増加、持続可能な森林経営に向けた国際的要請の
高まりなどに対応するため、林政の基本理念を、従来
の木材生産を主体としたものから、森林の有する多面
的機能の持続的発揮を目的としたものに転換し国民的
合意の下に政策を進めていくことが必要となり、平成
13年6月に成立した「森林・林業基本法」においてこ
の理念が明確化された。
この基本法に基づき策定された「森林・林業基本計
画」（平成18年9月改定）では、多面的機能を有する森
林の整備・保全は、林業関係者の努力のみならず、広
く国民の理解を得つつ、社会全体で支えていくという
機運を醸成していくことが重要であるとの認識の下、
企業等による森林づくりや、山村地域の住民と都市住
民との連携による里山林の再生活動の促進、森林での
様々な体験を行う森林環境教育の充実等により、国民
参加の森林づくりを一層推進することとしている。
このため、今後の緑化推進事業については、全国植
樹祭・全国育樹祭等を通じた普及啓発活動、企業の社
会貢献活動としての森林づくりをはじめとする森林ボ
ランティア活動への支援等を通じて、森林の多面的機
能を持続的に発揮させるための森林の整備・保全を促
進するほか、里山林の保全管理など市民生活に身近な
緑化技術の開発と普及等の施策を一体的に実施し、も
って国民参加の森林づくりを推進していくこととして
いる。
ア 国土緑化行事
ア 全国植樹祭

全国植樹祭は、国土緑化運動の中核をなす行事
として昭和25年以来、天皇皇后両陛下の御臨席を
仰ぎ、全国各地からの参加を得て、両陛下による
お手植えや参加者による記念植樹等を通じて、国
民の森林に対する愛情を培うことを目的に毎年開
催されており、平成23年度においては、和歌山県
田辺市で開催された。
イ 全国育樹祭
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全国育樹祭は、昭和52年以来、皇太子同妃両殿
下の御臨席を仰ぎ、全国各地からの参加を得て、
両殿下によるお手入れ（全国植樹祭において天皇
皇后両陛下のお手植え・お手播きにより成長した
木の枝打ち等）や参加者による育樹活動等を通じ
て、国民の森林に対する愛情を培うことを目的に
毎年開催されており、平成23年度においては、奈
良県奈良市で開催された。

イ 緑の募金
緑の募金は、平成7年に成立した「緑の募金によ

る森林整備等の推進に関する法律」に基づき、公益
社団法人国土緑化推進機構及び都道府県緑化推進委
員会が、国民各層に対し募金への協力を呼びかける
ことにより、森林整備に関する意識醸成を図るとと
もに、得られた資金により森林の整備、緑化の推進
及びこれらに係る国際協力を行う国民の活動を助成
することを目的に、毎年2～5月と9～10月に実施
しており、平成23年の募金額は、約23億円となった。

ウ 国民運動の展開
京都議定書目標達成計画に定められた森林吸収量

の目標を達成するとともに、森林における生物多様
性の保全を図るためには、森林・林業関係者だけで
なく、幅広い国民の理解と協力の下、間伐の遅れの
解消や多様な森林づくりを進めることが重要であ
る。
5年目を迎えた「美しい森

も

林
り

づくり推進国民運動」
では、①平成19（2007）年度から平成24（2012）年
度までの6年間に計330万 ha の間伐の実施、②100
年先を見据え、針広混交林化・広葉樹林化・長伐期
化等の多様な森林づくりの推進を目標として、民間
主導により様々な取組が展開されている。
平成19（2007）年6月に経済団体・教育団体・環

境団体・NPOなど47構成団体により設立された「美
しい森

も

林
り

づくり全国推進会議」では、平成23（2011）
年12月に「『美しい森

も

林
り

づくり』企業・NPO等交流
フォーラム」を開催するなど、本運動の参加・協力
者の拡大に取り組んでいる。
また、本運動の一層の拡大・浸透を図るため、平

成20（2008）年12月から「フォレスト・サポーター
ズ」の登録が開始しており、平成24（2012）年3月
時点の登録数は約3万8千となっている。

エ 森林づくり国民運動推進事業
地球温暖化防止や生物多様性保全に向けた国内の

森林整備を国民運動として推進するため、これまで
以上に幅広い層に森林づくり活動への参加を促し、
企業等による多様な主体が参加した森林づくり活動

をサポートするための環境整備を進めることとし、
平成23年度は下記の事業に対し60百万円を計上し
た。（民間団体向け）
ア 緑化等に対する国民の理解の促進

全国規模での緑化活動の推進への支援
イ 地球温暖化防止や生物多様性保全に向けた森林
づくりの実践支援
幅広い層による森林づくり活動や森林生態系保
全活動等への支援
ウ 企業等に対する森林づくりへの参加の働きかけ

森林づくりに関心のある企業等の活動の促進に
向けた取組の支援
エ 地域のシンボル的な里山や巨樹・古木等の保
全・管理技術の開発と普及
里山、巨樹・古木等の保全・管理技術開発及び
技術情報の提供・普及

6 森 林 保 全

⑴ 森林病害虫等被害対策関連事業
森林病害虫等被害対策関連事業については、「森林

病害虫等防除法」（昭和25年法律第53号、以下「防除法」
という。）等に基づき、各種の被害対策を実施している。
松くい虫については、昭和40年代後半から著しく増
加した被害に対し、52年に「松くい虫防除特別措置法」
を5箇年間の時限法として制定して被害の終息に努め
た。しかし、異常気象の影響等もあり、53年以降被害
が激増したことから、57年に時限法の期限を延長し、
名称も「松くい虫被害対策特別措置法」（以下「特措法」
という。）とした。
その後、被害量は減少傾向で推移したが、地域によ
っては拡大傾向であったほか、従来と異なる被害態様
がみられるようになった。このため、62年に「特措法」
の一部を改正し、その期限を延長した。その後、各種
被害対策の総合的な推進が図られ、被害量はピーク時
の半分以下にまで減少したが、なお、毎年100万㎥に近
い異常な被害の発生をみたことから、平成4年に「特
措法」の一部を改正し、期限をさらに5年間延長した。
この改正により「特措法」等に基づき、
① 「保全すべき松林」については、徹底した防除を
行い被害の鎮静化を期する
② その「周辺松林」については、樹種転換を促進
する

など総合的な松林保全対策を推進してきた。
しかしながら、被害の終息には至っておらず、重要
な松林を適切に維持していくためには、将来にわたっ
て予想される被害状況の変動に応じて、防除措置を適
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時適切に実施できるようにしておく必要がある。この
ことから、「特措法」の期限切れに当たり、平成9年に
「特措法」に規定する松くい虫に対する特別措置の一
部を「防除法」にとり込むこと等を内容とする「防除
法」の一部改正を行った。以降、「防除法」に基づき松
くい虫をはじめとする森林病害虫等の被害の発生状況
に的確に対応するための対策を総合的に実施してい
る。
なお、平成17年11月、政府・与党で合意された三位

一体改革に係る国庫補助負担金の改革及び税源移譲の
考え方に基づき、平成18年度から、国庫補助による松
くい虫防除は、緯度・高度等の要因により被害拡大の
先端地域となっている区域等に限定しているところで
ある。
また、特に近年、カシノナガキクイムシが媒介する

病原菌によって、ミズナラ等が集団的に枯れる「ナラ
枯れ」被害が発生しているため、その防除対策の実施
や、新たな防除技術の開発等を推進している。
さらに、野生鳥獣被害については、生息域の拡大等

を背景として、林業への被害のみならず、森林の有す
る公益的機能への影響も懸念されていることから、関
係省庁と連携を図りつつ、野生鳥獣による被害及びそ
の生息環境を踏まえた効果的な被害対策を進めること
としている。
ア 平成23年度の予算の概要

平成23年度の松林保全総合対策に係る予算につい
ては、7億3,405万5千円となっている。一方、松く
い虫以外の森林病害虫等被害対策に係る予算（その
他の森林病害虫等分）については、1億6,966万2千
円となっている（表14）。

表14 平成23年度森林病害虫等被害対策関連予算内訳
(単位：千円）

○松林保全総合対策 734,405
＜非公共＞
森林病害虫等防除事業
（松くい虫対策分） 734,405

＜公共＞
保全松林緊急保護整備事業 425,029の内数
森林災害等復旧林道開設事業 425,029の内数

○その他の森林病害虫等対策 169,663
＜非公共＞
森林病害虫等防除事業
（その他森林病害虫等分） 169,663

○森林・林業・木材産業づくり交付金
＜非公共＞

森林資源の保護 1,610,418の内数

イ 平成23年度の事業概要
ア 松林保全総合対策
ａ 保全すべき松林の的確な防除と健全化の推進

保全すべき松林において、被害のまん延防止
に必要な特別防除、地上散布、伐倒駆除等を適
切に組み合わせた総合的な防除を実施した。ま
た、健全な松林の維持造成を図るため、被害木
を含め不用木、不良木等の除去・処理を行う衛
生伐等を実施した。
さらに、トキの野生復帰に向けて、営巣木や
ねぐら木となる松林の保全対策を実施した。
ｂ 周辺松林における樹種転換の計画的な推進

保全すべき松林の周辺において、松林の広葉
樹林等への樹種転換を促進し、保全すべき松林
の保護樹林帯の造成等を推進した。
ｃ 地域の主体的な防除体制の整備

地域の実態に応じて、防除活動の推進を担う
人材の育成等の支援活動を実施するとともに、
地域住民、ボランティア等を含む地域が一体と
なった松林保全体制の整備を行った。
ｄ 森林被害防止技術の開発・普及等の推進

関東以北におけるマツノザイセンチュウ抵抗
性品種の開発を行うとともに、それらの増殖を
行い、都道府県に対する苗木の供給を推進した。

イ その他の森林病害虫等被害対策
近年被害が拡大傾向にあるナラ枯れ被害の対策
として、被害木の駆除措置及び健全木の予防措置
を一体的に実施した。また、その他の森林病害虫
等による被害のまん延を防止するため、防除を実
施した。
シカ等の野生鳥獣による森林被害の防除事業及
び野生鳥獣の生息環境にも配慮した多様な森林整
備等を実施した。

⑵ 森林環境保全対策事業
森林の有する多面的な機能を発揮していくために
は、林野火災等各種の森林被害について、未然防止や
早期発見により、被害を最小限に止めるなど、森林を
適切に保全していくことが重要である。
しかしながら、山村の過疎化、不在村森林所有者の
増大等、森林・林業を取り巻く情勢の厳しさから、適
切な森林の管理が困難になっていることに加え、森林
レクリエーション利用等による森林への入込者の増大
等により、山火事や不法投棄等の発生が懸念されてい
る。
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このため、林野火災予防対策及び森林保全管理対策
について、都道府県、市町村、森林所有者等の連携に
より地域関係者が一体となって効果的な展開を図るこ
とが重要であり、これらの諸般の施策を地域の実情に
応じて総合的に実施するため、平成23年度においては、
森林・林業・木材産業づくり交付金（16億1,041万8千
円の内数）により助成した。
ア 林野火災予防対策

林野火災の発生状況について平成19～23年の年平
均でみると出火件数1,923件、焼損面積1,089ha、損
害額約4億9千万円となっている。
また、林野火災の出火原因については、平成

19～23年の年平均で、たき火によるものが全体の
29.1％を占め最も多く、次いで火入れ13.5％、放火
（疑い含む）11.0％の順となっており、原因のほとん
どは人為によるものである。
このため林野火災の予防及び効率的な初期消火を

図る観点から、林野火災予防体制の強化、林野火災
予防情報システムの整備に加え、林野火災の危険性
が高い気象条件下における予防活動の強化等を行っ
た。さらに、林地開発等に伴う森林と住宅地の近接
化等による家屋への延焼の危険性に対処するため、
延焼防止に効果のある防火管理道等の整備を実施し
た。

イ 森林保全管理対策
森林レクリエーション利用等森林への入込者の増

大等に伴う林野火災や不法投棄等の森林被害の増加
を防止するため、森林保全推進員の養成、森林保全
巡視指導員による巡視指導等を実施した。

⑶ 林地開発許可制度
ア 制度の概要

乱開発を防止し、森林の土地の適正な利用を確保
するため、昭和49年5月に森林法の一部改正が行わ
れ、従来からある保安林制度に加え、保安林等を除
く民有林を対象とした林地開発許可制度が同年10月
31日に発足した。以来これにより開発行為の適正化
を図ってきたが、国民生活の多様化、経済活動の高
度化に伴い、森林を保健休養の場等として利用する
ことに対する国民の期待が高まりを見せた。このた
め、森林の利用と保全との両立を図るために従来の
制度の運用の改善が求められ、平成2年度には開発
区域に残置すべき森林等の割合等に関する開発行為
の許可基準の見直しを行った。
また、平成3年の森林法改正において、開発行為

が及ぼす影響をより広域的な視点から考慮するよ
う、開発行為により森林の有する水害防止の機能が

損なわれ、下流地域において水害を発生させるおそ
れがないことが許可要件として追加された。
ア 許可制の適用範囲

地域森林計画の対象となっている森林のうち、
保安林等を除く民有林において1 ha を超える開
発行為（土石又は樹根の採掘、開墾その他の土地
の形質を変更する行為）をしようとする者は国又
は地方公共団体等が行う場合等の例外を除き都道
府県知事の許可を受けなければならない。
イ 許可基準等

開発行為の許可を受けようとする者はその行為
をしようとする森林の所在地の都道府県知事に対
し省令に定められた手続きにより申請を行う。
申請を受理した都道府県知事は原則として現地
調査を行い内容を審査し、関係市町村長及び都道
府県森林審議会等の意見を聴いた上で、
ａ 周辺の地域に土砂の流出又は崩壊その他の災
害を発生させるおそれがあること。
ｂ 水害を発生させるおそれがあること。
ｃ 水の確保に著しく支障を及ぼすおそれがある
こと。
ｄ 周辺の環境を著しく悪化させるおそれがある
こと。
のいずれにも該当しないと認めた場合には、許可
をしなければならない。
ウ 監督処分等

都道府県知事は森林の有する公益的機能を維持
するため、必要があると認めるときは無許可又は
許可条件違反等の開発行為について、その行為の
中止命令又は復旧命令を発することができ、無許
可の開発行為を行った者又は前記の各命令に違反
した者に対しては罰金を課すことになっている。

イ 許可制度の運用状況
最近の許可制度の運用状況についてみると、件数
は減少傾向を示し、面積については昭和50年度以降
平成5年頃までは、平均年間9,791ha の開発が許可
されたが、平成5年度以降は大幅な減少に転じ、平
成23年度は1,458ha が許可されている。
また、開発行為の目的別面積は、制度開始直後に
大部分を占めた農用地の造成が減少し、一方で、ゴ
ルフ場の建設が増加傾向を示していたが、これも平
成5年度以降は大幅に減少している。
なお、平成17年度において「道路の新設または改
築」（1,239ha）が突出しているが、これは、許可を
必要としなかった日本道路公団による開発につい
て、平成17年10月1日の分割民営化に伴い許可を要
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するようになり、その時点で既に着手している開発
についての許可申請が集中したためである。(表15)

7 林業・山村の活性化

⑴ 流域林業活性化対策
近年の林業をめぐる厳しい情勢の中で、林業生産活

動及び森林の適正な管理を推進するためには、森林の
有している諸機能が発揮される場である「流域」を基
本的単位として、流域における関係者が、自主的に林
業の活性化に取り組む必要がある。
このため全国158の流域において、これまでに森林・

林業関係者等からなる｢流域森林・林業活性化センタ
ー」及び「協議会」などにおいて、流域内の取組に関
する情報の収集・提供のほか、地域材の利用拡大等に
関する取組を実施した。
⑵ 森林資源の活用等による魅力ある山村づくり
林業就業者の多くが居住する山村地域は、林業生産

活動や日常的な森林の見回り等の管理活動を通じて、
森林の多面的機能の発揮に重要な役割を果たすことが
期待されており、その活性化を図る必要がある。
このため、全国の山村振興に取り組んでいる団体や

市町村などの行政担当者等とのネットワークを構築
し、山村再生総合対策事業等のフォローアップ、各地
域の山村振興に関する事例の収集及び情報提供を行う

ことにより、山村地域での取組みの活性化を推進した。
また、特用林産物の生産・供給体制の確立と消費の
拡大による山村地域の再生、活性化を図るため、生産
基盤の強化や消費者の安全と信頼の確保、生産者の経
営の高度化に向けた取組等を推進した。

⑶ 森林の多様な利用の推進
森林の多面的機能の発揮に対する国民の関心や期待
の高まりを背景に、野外教育や環境教育の場、健康づ
くりや生きがいの場、森林の整備活動への参加の場な
ど、森林の保健・文化・教育的利用への要請は多様化
している。
このため、森林環境教育や里山林の保全・利用活動
など、森林の多様な利用を推進し、森林と人との豊か
な関係の回復及び創出を図ることが重要である。
ア 森林環境教育の推進

森林環境教育は、「地球温暖化防止」など森林の多
面的機能や森林の整備と木材資源の循環的利用の必
要性等に対する理解を深めるものであり、森林吸収
源対策の推進に必要不可欠である。
このため、子どもたちが森林内で様々な体験がで
きる機会を提供する「森の子くらぶ活動推進プロジ
ェクト」を推進した。
イ 里山林の保全・利用の推進

里山林は、四季を彩る景観の美しさを感じること
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表15 林地開発許可制度の運用状況（年度別許可面積の推移）

（注）1 面積は、土地の形質の変更に係る面積であって、開発区域に残置する森林は含まない。
2 件数は、新規許可処分に係るものであって、面積は、当該年度の新規許可処分面積に当該年度の変更許可処分による
増減面積を加えたもの。
3 「その他」の項には産業廃棄物処理場，残土処理場，福祉施設，墓地等が含まれる。



ができるなど、人々の生活に最も身近な森林であり、
森林と人との豊かな関係を回復し、創出する場とし
て期待が高まっている。しかし、山村地域において
過疎化・高齢化が進む中、これまで様々な資源の利
用を通じて、地域住民の生活を支えてきた森林との
関わりが希薄になってきている。このため、放置さ
れた里山林が拡大し森林の持つ多面的機能の発揮が
難しくなってきており、里山林の再生は喫緊の課題
となっている。
そこで、里山林の整備と里山林資源の積極的な活

用を組み合わせて、自立・継続的な山村地域の活性
化に資する取組を推進するため、里山林再生指針作
成により全国規模での里山林再生を支援した。

8 フォレスターの育成

平成23年の森林法改正による新たな森林計画制度で
は、市町村森林整備計画を森林づくりのマスタープラ
ンと位置づけ、市町村が森林の取扱いルールや路網等
を定めることとしている。また、新たに創設された森
林経営計画は、市町村が当該計画の認定業務を行うこ
ととしており、これらの業務を担う市町村が果たす役
割は、今後より重要となる。
しかしながら、森林・林業に関する専門知識・技術

を持った職員が配置されている市町村は極めて限られ
ている。このため、森林・林業に関する専門知識・技
術に一定の資質を有し、市町村森林整備計画の策定等
市町村が行う行政事務を支援する日本型フォレスター
を育成するため、次のような事業を実施した。

⑴ 日本型フォレスター育成研修事業
フォレスターを育成するための現地実習を取り入れ

た研修等を実施した。
⑵ 日本型フォレスター活動・育成支援事業

フォレスターを育成する研修への参加や試行的なフ
ォレスター業務の実施に必要な経費等を都道府県に助
成した。
⑶ フォレスター、森林施業プランナー育成対策事業
フォレスターの活動体制や育成研修プログラムの改

善を行うために必要な経費を民間団体に助成した。

第3節 森林・林業・木材産業
づくり交付金

1 交付金の趣旨

森林・林業基本法に掲げる基本理念の実現を図るこ
とを目的とし、地域の自主性・裁量を尊重しつつ、川
上・川下の連携強化を通じた木材の安定供給及び間伐

の推進を図るなど、森林の有する多面的機能の発揮、
林業の持続的かつ健全な発展並びに林産物の供給及び
利用の確保に資する施策を総合的かつ計画的に推進す
ることが必要である。
このため、本交付金を活用し、これら取組に必要な
経費について各都道府県等に対する一体的な支援を行
うものである。

予算額 1,610,418千円（拡充）
（前年度 7,084,642千円）

2 交付金の対象メニュー

＜ハード＞
⑴ 森林整備の推進

森林整備を効率的かつ円滑に実施するために必要な
施設等の整備を支援。

⑵ 森林の多様な利用・緑化の推進
森林環境教育など継続的な体験活動の場、知識から
技術まで林業体験学習の場となる森林・施設の整備を
支援。

⑶ 花粉発生源対策の推進
花粉症対策苗木の生産を目的としたミニチュア採種
園等の造成・改良等による花粉発生源対策の計画的な
推進。

⑷ 望ましい林業構造の確立
林業再生の担い手の育成や林業生産コストの低減を
図るため、高性能林業機械等施業の集約化に必要な施
設の整備を支援。

⑸ 特用林産の振興
特用林産物の生産基盤の整備や生産体制の強化等に
対する支援を行い、地域の特性に応じた生産・供給体
制を確立。

⑹ 木材利用及び木材産業体制の整備推進
木材の需要構造の変化に対応した林産物の供給・利
用を推進するため、競争力のある木材産地の形成と地
域材の安定的な供給を目的とした木材加工流通施設等
を整備し、木材産業の構造改革を推進するとともに、
地域材を利用した学校関連施設等の公共施設や未利用
木質資源を総合的に利活用する施設等の整備による地
域材や木質バイオマスの利用を推進。

⑺ 市町村直接交付モデル整備
川上・川下の連携強化による木材の安定供給及び間
伐の推進等を図るとともに、地域のニーズに機動的に
対応するため、上記⑴～⑹のメニューを対象に、国か
ら市町村に直接交付。

＜ソフト＞
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⑴ 山地防災情報の周知
行政と住民との防災に関する情報共有体制の整備、

住民等が行う危険箇所の巡視などの協働活動、大規模
な山地災害の発生時における都道府県間の協力体制の
整備等により地域の防災体制を強化。

⑵ 森林資源の保護
森林病害虫や野生鳥獣の被害が発生しにくい森林環

境の整備・保全、林野火災防止意識の啓発、森林保全
推進員の養成、安定的な苗木の供給等による森林資源
の保護を推進。

⑶ 林業担い手等の育成確保
林業事業体の育成及び林業就業者の確保・育成の支

援と林業労働災害防止のための研修等の実施。

第4節 森 林 組 合

1 森林組合等の活動状況

平成22年度末現在、全国森林組合連合会1、都道府
県森林組合連合会46、森林組合679、生産森林組合
3,186が設立されており、森林組合は、合併の推進等に
より年々減少している。
森林組合は、地区内外の居住者併せて157万人（地区

内森林所有者の48％）の組合員（2,318人／組合）で構
成され、その所有森林面積は、1,095万 ha（都道府県
有林を除く民有林の69％）に達している。
また、造林・林産等の事業を実施するために雇用労

働者がいる森林組合は637組合で、総人員は、26千人と
なっている。
財務状況については、払込出資金の1組合あたりの

平均は、7,842万円（前年度7,677万円）と推移してき
ており、組織・経営・財務基盤ともに年々強化されつ
つある。
平成22年度における事業取扱量については、新植面

積15千 ha（前年度比92％）、保育面積367千 ha（前年度
比94％）［うち除伐・切捨間伐面積212千 ha（前年度比
105％）］、素材生産量3,612千㎥（前年度比112％）とな
っている。
一方、生産森林組合は、平成22度末において、243千

人の組合員により、384千 ha の森林が経営されてい
る。
都道府県森林組合連合会は、森林の経営に関する指

導や林業技術の普及等の指導事業、素材・製材品・木
材チップ等の販売事業、林業用機械・山行苗木・肥料
等の購買事業等を行っている。
また、全国森林組合連合会は46都道府県森林組合連

合会及び大阪府森林組合を会員とする森林組合系統の
全国段階の組織として指導事業及び販売・購買事業等
を実施している。

2 森林組合等の育成強化

⑴ フォレスター、森林施業プランナー育成対策事業
林業の再生のためには、持続的な森林経営を実現し
た上で、採算性を回復することが重要であることから、
小規模森林所有者の森林を取りまとめる施業の集約化
等を行う技術者が必要である。
このため、森林所有者に対し、森林整備の内容、経
費、木材の販売収入等を明示した上で施業を提案する
森林施業プランナーの育成を加速化するため、集合研
修、専門家チームの派遣等に対する支援を行い、森林
組合等林業事業体における提案型集約化施業への取組
促進を図った。

第5節 林業労働力対策

1 林業就業者の現状

国勢調査によると、平成17年における林業就業者数
は4万7千人で、ここ10年間で約4万人減少した。
また、年齢構成は、65歳以上が26％と高齢化が進行
しており、全産業の就業者と比べると約3倍となって
いる。
林業就業者の減少と高齢化がこのまま進めば、森林
整備に必要な担い手が確保されず適切な森林整備が進
まないおそれがある。
このようなことから、林業労働者を雇用する森林組
合、素材生産業者等の林業事業体における雇用管理の
改善と事業の合理化を一体的に促進することと併せ
て、新たに林業に就業しようとする者の就業の円滑化
を図ることにより、林業労働力を確保する必要がある。
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表16 林業就業者数及び高齢化の推移

資料：総務省「国勢調査」、高齢化指数は、65歳以上の割合。



さらに、人工林資源の成熟化に伴う林業労働の質的
変化など林業就業者の取り巻く情勢の変化を踏まえ、
今後は、林業就業者のキャリア形成支援等を図る必要
がある。

2 「緑の雇用」現場技能者育成対策事業

人工林資源を有効活用した国産材の安定供給に必要
な間伐や道づくり等の安全かつ効率的な実施が求めら
れる中、林業就業者が、路網と高性能林業機械を組み
合わせた低コスト作業システムの導入等に必要な高度
な知識、技術・技能を有し、意欲と誇りを持って仕事
に取り組めるよう、段階的かつ体系的な研修カリキュ
ラムに基づき、新規就業者に対する3年間の「林業作
業士研修（フォレストワーカー研修）」や、キャリアア
ップに向けた「現場管理責任者研修（フォレストリー
ダー研修）」、「統括現場管理責任者研修（フォレストマ
ネージャー研修）」等を実施した。

予算額 5,530,381千円
（前年度 0千円）

3 林業担い手等の育成確保

〈森林・林業・木材産業づくり交付金〉
林業事業体の経営合理化計画の認定及び指導、都道

府県林業労働力育成協議会の開催、高性能林業機械の
メンテナンス等の講習会の実施並びに地域の実情に応
じた技能研修等を実施し林業事業体の育成及び林業就
業者の確保・育成の推進に要する経費の一部を助成し
た。
また、林業における労働災害については、他産業に

比べ発生頻度は今なお高い状況にあることから、林業
労働安全衛生対策をより一層効果的に実施するため、
安全衛生指導員等の養成、作業現場への巡回指導・救
助訓練の実施、事業主等を対象とした安全衛生指導の
実施、林業従事者に対する安全意識・技術向上の促進
及び蜂毒に対する認識及び危険性を普及啓発する講習
会等に要する経費の一部を助成した。

予算額 1,610,418千円の内数
（前年度 7,084,642千円の内数）

4 林業就業促進資金

新たに林業に就業しようとする者について円滑な就
業が図られるよう、林業に就業するのに必要な知識及
び技能を習得するための研修受講、資格の取得、住居
の移転等に要する費用を林業労働力確保支援センター
が貸し付ける林業就業促進資金に助成した。

貸付条件
ａ 利 率：無利子
ｂ 償還期間：20年以内（据置期間4年以内を含

む。）認定事業主への貸付は、13年
以内とする。（据置期間4年以内
を含む。）

ｃ 貸付限度額：1人につき
就業準備資金 150万円
就業研修資金 月額5～15万円
ただし、認定事業主への貸付限度額は、上
記に80％を乗じた額とする。

予算額 4,500千円
(前年度 5,000千円）

第6節 林産物の需給及び
加工流通対策

1 木材需給・木材工業等の動向

⑴ 木材需給の動向
ア 需給の動向

我が国の木材(用材)需要量は、住宅需要の低迷等
から減少傾向にあり、平成10年から9千万㎥台、平
成14年からは8千万㎥台と推移し、リーマンショッ
クなどによる景気悪化により、平成20年は、7千万
台、平成21年は6千3百万台と大きく落ち込んだも
のの、景気の回復傾向に伴ない平成22年の7,025万㎥
から平成23年は3.5％増加の7,237万㎥となった。
用途別でみると、総需要量(用材)のうち、製材用
が36.6％、パルプ・チップ用が44.1％、合板用が
14.5％を占めている。
また、製材用及び合板用は住宅等の需要の増加か
ら前年を上回った。また、パルプ・チップ用は製品
のチップ輸入量が減少したことから前年を下回っ
た。
国産材の用材供給量は昭和63年以降減少し続けた
が、平成15年より増加傾向となり、平成23年は前年
に比べて6.2％増加の1,937万㎥となった。

表17 木材（用材）需給の現状
（単位：千㎥（ ）内は対前年比％）

区 分 平成22年 平成23年
需 要
総 数 70,253(111.1) 72,725(103.5)
製 材 用 25,379(107.9) 26,634(104.9)
合 板 用 9,556(117.1) 10,563(110.5)
パルプ・チップ用 32,350(111.5) 32,064( 99.1)
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そ の 他 用 2,968(117.4) 3,464(116.7)

供 給
総 数 70,253(111.1) 72,725(103.5)
国 内 生 産 18,236(103.7) 19,367(106.2)
外 材 輸 入 52,018(114.0) 53,358(102.6)

イ 住宅建設の動向
木材需要の大宗を占める住宅の着工動向をみる

と、国内経済の安定した動向や、昭和62年の内需拡
大を契機として、新設住宅着工戸数は平成元年から
2年にかけて160万戸を上回って推移した。3年、
4年には景気の停滞によりそれぞれ、137万戸、140
万戸と低迷した。平成8年には、消費税率改定前の
駆け込み需要によりバブル期と並ぶ164万戸の高水
準となったが、平成9年には、前年の駆け込み需要
等の反動により139万戸に減少した。平成10年以降
は120万戸内外で推移していたが、平成19年には、改
正建築基準法の影響により大きく落ち込み、106万
戸となった。平成20年には、若干の持ち直しがみら
れたものの、アメリカの住宅バブル崩壊に端を発し
た国際的な金融危機等の影響及び長引く景気低迷に
より、平成21年は、前年比27.9％減の79万戸と45年

ぶりに80万戸を割り込んだ。平成22年は、3年ぶり
に実質 GDP 成長率がプラスに転じたことや、経済
対策等の効果もあり、前年比3.1％増の81万戸となっ
た。平成23年も引き続き80万戸台を維持し、前年比
2.6％増の83万戸となった。
構造別の着工動向をみると、平成23年の木造は前
年比1.0％増の46万戸、非木造住宅は前年比4.6％増
の37万戸となり、木造率は55.7％となった。
ウ 価格の動向

平成23年のスギ中丸太の価格は、住宅着工の増加
傾向による需要回復等から上昇した。
一方、輸入丸太のうち米材(ベイマツ)の価格は、
需要の減少により前年を下回った。
合板は、年前半は上昇傾向であったが、その後横
ばいで推移した。ホワイトウッド集成管柱(国産)
は、前年とほぼ同様の動きで推移した。
平成23年の平均価格（㎥当り）をみると、丸太で
は、スギ中丸太12,300円、ヒノキ中丸太21,700円、
ベイツガ24,400円と前年を上回ったが、ベイマツ
25,600円と前年をやや下回った。また、製材品は、
スギ正角43,600円、ヒノキ正角66,600円、ベイマツ
平角55,100円と前年を上回った。また、針葉樹構造
用合板は980円/1枚、ホワイトウッド集成管柱(国
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表18 新設住宅着工戸数の推移
（単位：戸、％）

木 造 住 宅 非木造住宅
総 計 計 在来工法 ツーバイフォー工法 プレハブ工法 計

前年比 前年比 木造率 前年比 前年比 前年比 前年比
平成元年 1,662,612 －1.3 719,870 3.2 43.3 640,348 2.4 47,572 46.5 31,950 －18.5 942,742 －4.5
2 1,707,109 2.7 727,765 1.1 42.6 642,102 0.3 51,093 7.4 34,570 8.2 979,344 3.9
3 1,370,126 －19.7 624,003 －14.3 45.5 545,366 －15.1 45,437 －11.1 33,200 －4.0 746,123 －23.8
4 1,402,590 2.4 671,130 7.6 47.8 580,799 6.5 52,933 16.5 37,398 12.6 731,460 －2.0
5 1,485,684 5.9 697,496 3.9 46.9 603,666 3.9 56,299 6.4 37,531 0.4 788,188 7.8
6 1,570,252 5.7 721,431 3.4 45.9 619,103 2.6 64,037 13.7 38,291 2.0 848,821 7.7
7 1,470,330 －6.4 666,124 －7.7 45.3 554,690 －10.4 73,989 15.5 37,445 －2.2 804,206 －5.3
8 1,643,266 11.8 754,296 13.2 45.9 619,028 11.6 93,693 26.6 41,575 11.0 888,970 10.5
9 1,387,014 －15.6 611,316 －19.0 44.1 497,843 －19.6 79,458 －15.2 34,015 －18.2 775,698 －12.7
10 1,198,295 －13.6 545,133 －10.8 45.5 447,287 －10.2 67,923 －14.5 29,923 －12.0 653,162 －15.8
11 1,214,601 1.4 565,544 3.7 46.6 458,146 2.4 75,864 11.7 31,534 5.4 649,057 －0.6
12 1,229,843 1.3 555,814 －1.7 45.2 446,359 －2.6 79,114 4.3 30,341 －3.8 674,029 3.8
13 1,173,858 －4.6 522,823 －5.9 44.5 418,402 －6.3 77,235 －2.4 27,186 －10.4 651,035 －3.4
14 1,151,016 －1.9 503,761 －3.6 43.8 401,029 －4.2 78,988 2.3 23,744 －12.7 647,255 －0.6
15 1,160,083 0.8 523,192 3.9 45.1 418,426 4.3 81,502 3.2 23,264 －2.0 636,891 －1.6
16 1,189,049 2.5 540,756 3.4 45.5 427,746 2.2 90,706 11.3 22,304 －4.1 648,293 1.8
17 1,236,175 4.0 542,848 0.4 43.9 426,299 －0.3 95,824 5.6 20,725 －7.1 693,327 6.9
18 1,290,391 4.4 559,201 3.0 43.3 432,731 1.5 105,390 10.0 21,080 1.7 731,190 5.5
19 1,060,741 －17.8 504,546 －9.8 47.6 388,435 －10.2 98,555 －6.5 17,556 －16.7 556,195 －23.9
20 1,093,519 3.1 516,875 2.4 47.3 391,193 0.7 107,715 9.3 17,967 2.3 576,644 3.7
21 788,410 －27.9 430,121 －16.8 54.6 324,406 －17.1 91,394 －15.2 14,321 －20.3 358,289 －37.9
22 813,126 3.1 460,134 7.0 56.6 349,865 7.8 96,104 5.2 14,165 －1.1 352,992 －1.5
23 834,117 2.6 464,837 1.0 55.7 352,264 0.7 98,248 2.2 14,325 1.1 369,280 4.6

資料：国土交通省「住宅着工統計」



産)は2,200円と前年並みであった。
⑵ 木材貿易の動向

ア 輸入
平成23年の丸太輸入量は464万㎥で、前年比98％

とやや減少、製材輸入量は684万㎥で同107％とやや
増加した。
また、我が国の木材輸入の全体的な動向としては、
輸出国側の丸太輸出規制、製品輸出拡大政策を背景
に、製品輸入割合が増加している。
丸太の主な輸入先別の内訳は、米材66％（前年比

102％）、南洋材11％（同91％）、北洋材7％（同76％）、
ニュージーランド材15％（同94％）となっており、
多くの地域で輸入量が前年よりやや減少した。
製材の主な輸入先別の内訳は、米材40％（前年比

101％）、南洋材2％（同107％）、北洋材13％（同
116％）、ニュージーランド材2％（同107％）、欧州
材36％（同109％）、チリ材5％（同122％）、中国材
2％（同110％）となっており、北洋材、欧州材、米
材ともに昨年に引き続き増加傾向である。

表19 木材の輸入量
単位：千㎥

22年 23年
丸太 製材 合計 丸太 製材 合計

米材 2,980 2,709 5,689 3,049 2,744 5,793
南洋材 554 119 673 505 128 632
北洋材 447 747 1,195 342 870 1,212
ニュージーラント゛材 737 124 861 694 133 826
欧州材 289 289 352 352
アフリカ材 30 2,264 2,294 35 2,471 2,506
チリ材 3 2 5 4 2 6
中国 5 104 109 2 115 118
その他 2 56 58 8 30 38

合計 4,757 6,415 11,172 4,640 6,844 11,484

金額ベースでみると、平成23年の木材（丸太、製
材、合板、チップ等のHS44類計）輸入は、9,997億
円（前年比109％）で我が国の平成23年の輸入総額68
兆1,112億円（同112％）の1.5％を占めている。
国別では中国が1,495億円（前年比114％）と最も

多く、次いでマレーシア1,176億円（同114％）、カナ
ダ1,047億円（同102％）、豪州650億円（同75％）、イ
ンドネシア826億円（同120％）、米国676億円(同
101％）、チリ578億円（同113％）、フィリピン501億
円（同120％）となっている。
ア 米材

平成23年の米材輸入量は丸太304万㎥（前年比
102％）、製材274万㎥（同101％）となった。国別
では、米国が丸太168万㎥（同99％）、製材44万㎥

（同114％）、カナダが丸太137万㎥（同107％）、製
材230万㎥（同99％）となっている。
イ 南洋材

平成23年の南洋材輸入量は丸太51万㎥（前年比
91％）、製材13万㎥（同108％）、合板250万㎥(同
110％）となっている。
丸太については、マレーシアから37万㎥を輸入
しており、南洋材丸太輸入の73％を占めている。
合板輸入では、マレーシアが総輸入量の48％

（150万㎥、前年比105％ ）、インドネシアが32％
（100万㎥、同118％）と南洋材が大半を占めている。
なお、インドネシアでは資源保護の観点から丸
太の輸出が禁止され、マレーシアのサバ州、サラ
ワク州では丸太輸出枠が設定されている。
ウ 北洋材

平成23年の北洋材の輸入量は丸太34万㎥（前年
比76%）、製材87万㎥（同116％）と、丸太輸入量は
大きく減少している。
エ 中国

平成23年の中国からの木材輸入額は1,495億円
（前年比114％）で、全体の15％を占めて第一位と
なっている。中国からの輸入は集成材、木製品、
割り箸等の加工度の高い製品の割合が高く、丸太、
製材は僅かである。

イ 輸出
23年の木材の輸出額は97億円(前年比95％)と減少
した。
輸出品の内訳は、製材26億円（前年比94％）、丸太
14億円（同156％）、建築木工品・木製建具7億円（同
75％）、合板6億円（同100％）、単板5億円（同81％）、
寄せ木5億円（同67％）となっている。
国別内訳の割合は、中国が25％（24億円、前年比
94％）で、以下フィリピン20％（19億円、同93％）、
米国11％（11億円、同74％）、韓国11％（11億円、同
126％）、台湾10％（10億円、同118％）、インドネシ
ア3％（3億円、同127％）、ベトナム3％（3億円、
同94％）の順となっている。

⑶ 木材工業の動向
我が国の木材工業の業況についてみると、長期にわ
たる木材価格の低迷に加え、輸入製品との競合等厳し
い経営環境にある中で、木造建築住宅分野においては、
建設コストの低減や施工期間の短縮等の合理化ととも
に、強度や耐火性、耐震性等の品質・性能が確かな資
材が求められている。これらのニーズに的確に対応し
た国産材の供給体制の整備が急務となっている。
また、東日本大震災により、木材加工・流通施設115
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か所が被災した。
ア 製材業

23年末における製材工場数は6,242工場で前年に
比べ327工場減少した。
製材工場の平均出力数は111.0kw（前年比104％）

と僅かながら増加しているが、75kw 未満の工場数
が全体の65％を占めており、依然として零細な産業
構造である。23年における製材用素材の需要量は
1,643万㎥（前年比104.2％）となった。このうち、
国産材は1,149万㎥（前年比108.6％）、外材は493万
㎥（前年比95.3％）であり、製材用素材供給量のう
ち外材の占める割合は、30.0％に減少した。
また、製材品出荷量は943万㎥（前年比100.2％）

となり、これを用途別にみると、建築用材79％、土
木建設用材4％、木箱仕組板・こん包用材13％、家
具・建具用材1％、その他用材3％となっている。

イ 合板製造業
23年末の合単板製造工場数は、前年に比べ11工場

減少し203工場となった。これを類型別にみると普
通合板を生産する工場は5工場減少して35工場、特
殊合板のみを生産する製造工場は13工場増加して
152工場となった。
23年における単板製造用素材の入荷量は前年に比

べ5万㎥増加し386万㎥となった。材種別には、外
材が前年より1万㎥増加し133万㎥、国産材につい
ては前年より4万㎥増加し253万㎥となった。
23年の普通合板の生産量は249万㎥（前年比
94.0％）、特殊合板の生産量は70万㎥（前年比
108.7％）となった。

2 林産物の供給及び利用の確保

⑴ 木材産業の健全な発展に向けての取組
ア 木材の安定供給体制の整備

生産・流通体制を整備するため、森林組合等の林
業事業体による施業の集約化、路網整備と高性能林
業機械の活用による低コスト作業システムの普及、
原木供給の取りまとめと需給のマッチングにより、
国産材安定供給体制の整備を推進した。また、東日
本大震災により被災した工場へ出荷していた地域の
原木等を、被災していない工場に出荷する等の運搬
経費を助成した。
流域を基本的な単位として、関係者の連携による

原木供給の取りまとめやストックヤードを活用した
仕分け・直送の推進等、原木安定供給に向けた取り
組みを進めることにより森林の流域管理システムの
一層の推進を図るため、安定供給計画の作成や加工

業者との安定供給協定締結活動を支援した。
イ 木材加工体制の整備

木材の需要構造の変化に対応した林産物の供給・
利用を推進するため、
○ 競争力のある木材産地の形成と地域材の安定的
な供給を目的とした木材加工流通施設等の整備
○ 外材から国産材への原料転換や品質・性能の確
かな製品の供給を行う場合の設備導入等について
利子助成やリース料の一部助成
等を実施した。
また、東日本大震災により被災した木材加工流通
施設等の復旧、木材製品等に係る放射性物質の調
査・分析や効率的な放射性物質の除去・低減のため
の技術の検証・開発等を推進した。

⑵ 林産物の利用の促進
ア 国民への知識の普及と情報の提供

消費者や企業に対し、木材とりわけ地域材利用の
意義への理解を醸成し、これを広めるとともに、消
費者や企業の実需を地域材に結びつけていくため、
「木づかい運動」を展開した。10月を「木づかい推進
月間」とし、異業種交流セミナーの開催やポスター
の製作・配布等の集中的な普及啓発活動を実施した。
また、「国際森林年」に関する取組の一環として「木
づかい」の情報発信を実施した。
イ 林産物の新規需要の開拓

間伐材等の未利用木質資源の利用を促進するた
め、木質バイオマス供給施設、エネルギー利用施設
等の整備を支援するとともに、更に東日本大震災の
被災地においては、木質系震災廃棄物及び未利用間
伐材等の利用促進を図るため、木質系震災廃棄物等
の活用可能性調査を実施するとともに、木質バイオ
マス関連施設の整備に対し支援した。
ウ 「顔の見える木材での家づくり」の普及
「顔の見える木材での家づくり」グループへの支
援、木造建築に携わる担い手育成に対する支援、長
期優良住宅等に対応した新たな地域材製品の開発・
普及を実施した。
エ 公共建築物等における木材の利用の促進に関する
法律
法に基づく国の木材利用計画や地方公共団体の木
材利用計画は、国の機関では22全てで、都道府県で
は47全て、市町村は405で策定された。
また、市町村での木材利用方針策定に向けて都道
府県へ積極的な働きかけを実施。木造公共建築物の
整備に対する支援や設計段階からの技術支援を実施
した。
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オ 品質及び性能の確かな木材の供給促進
木材製品の供給に当たっては、品質管理を徹底し、

乾燥材等の品質及び性能の明確な製品の安定供給を
推進するとともに、JASマーク等による品質及び性
能の表示を促進した。

3 木材の需給安定等

⑴ 木材の需給の見通しの公表
木材の需給の見通し等について協議するため、木材

需給会議を開催し、年間の木材（用材）の需給見通し
及び四半期ごとに主要木材の短期需給見通しを公表し
た。

⑵ 木材需給安定対策
木材の需給動向の情報の収集・分析・提供、国産材

需要拡大のための情報や木材流通の改善合理化に関す
る情報の収集・提供等を行うことにより、木材の需給
安定に取り組んでいる。

⑶ 違法伐採対策
国際的に問題となっている違法伐採に対処するた

め、合法性、持続可能性が証明された木材・木材製品
を民間企業や一般消費者に広く普及啓発した。

4 特用林産物の生産振興

⑴ 特用林産物の生産動向等
特用林産物は、「しいたけ」「えのきたけ」「ぶなしめ
じ」等のきのこ類をはじめ、「竹材」「桐材」「うるし」
等の伝統的工芸品原材料、「木炭」等の木質系燃料、さ
らには樹実類、山菜等に至るまでその種類、品目は極
めて多い。
これらの特用林産物の生産は、農山村地域における

重要な産業の一つとして、地域経済の安定と就業機会
の確保に大きな役割を果たしている。
平成23年の特用林産物の生産動向については、きの

こ類の生産量についてみると、えのきたけ、エリンギ
及びまいたけは前年並み、乾しいたけ、ぶなしめじは
前年より増加、生しいたけ、なめこ、ひらたけ及びま
つたけは減少した。
なお、生しいたけの輸入量は、5,321t で前年に比べ

て5.25％の減少となった。
きのこ類以外の特用林産物は、竹炭の生産量が大幅

に増加し、木炭、木酢液は減少し、竹酢液は前年並み
となった。
この結果、平成23年の特用林産物の総生産額は

2,648億円で、前年（2,848億円）比93.0％となった。

表20 特用林産物の需要動向（平成23年）
品 名 単 位 生産量 輸入量 輸出量 消費量

乾しいたけ トン 3,696 6,038 39 9,695
生しいたけ トン 71,254 5,321 － 76,575
な め こ トン 25,426 － － 25,426
えのきたけ トン 143,189 － － 143,189
ひ ら た け トン 2,082 － － 2,082
ぶなしめじ トン 118,006 － － 118,006
ま い た け トン 44,453 － － 44,453
エ リ ン ギ トン 38,055 － － 38,055
ま つ た け トン 36 1,215 － 1,251
く り トン 19,100 15,752 － 34,852
た け の こ トン 32,217 198,882 － 231,099
わ さ び トン 2,703 － － 2,703
生 う る し kg 1,345 58,072 － 59,417
竹 材 千束 1,184 381 1 1,564
桐 材 ㎥ 631 11,404 － 12,035
木 炭 トン 22,124 150,144 830 171,438
竹 炭 トン 1,058 4,640 0 5,698
木 酢 液 kl 2,142 － － 2,142
竹 酢 液 kl 288 － － 288
注）1 林野庁経営課特用林産対策室調べ。
2 不明なもの及び該当ないものについては－印とし
た。
3 消費量は単純計算（生産量＋輸入量－輸出量）に
より算出した。
4 合計が一致しない部分は四捨五入によるものであ
る。

⑵ 特用林産振興対策
山村地域の再生・活性化が求められている中で、特
用林産物を活用した取組により就業機会の確保や地域
の特性に応じた生産・供給体制の確立を図る観点から、
山村地域資源を活用して生産され山村地域の貴重な収
入源となっている特用林産物の生産基盤の整備や生産
体制を強化するための取組に対し、森林・林業・木材
産業づくり交付金による支援を行った。
また、特用林産物の消費の拡大に向けて、きのこの
生産過程におけるトレーサビリティの円滑な導入に向
けた関係者の取組状況等の調査やきのこ菌床培地用お
がこの品質認証システムの検討による消費者の安全と
信頼の確保、生産者の経営の安定化・高度化に向けて、
生産性の効率化に資する新生産技術や新規用途技術の
検証、消費者への品質・安全性等に関する適切な情報
提供等を実施した。
さらに、きのこ種菌の流通の適正化を図るため、「種
苗法」に基づくきのこ種菌の検査及び指導を実施した。

⑶ 東日本大震災からの復旧・復興対策
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東日本大震災により被災した特用林産施設の復旧、
放射性物質の防除に係る施設整備やきのこ原木等の生
産資材の導入に対し支援したほか、安全な特用林産物
を生産・供給できるよう放射性物質の特用林産物に与
える影響について調査を行い、きのこ原木や木炭等の
安全基準を策定した。
さらに、都道府県が行う放射性物質のモニタリング

に対して情報提供等を実施した。

第7節 林業関係金融

1 日本政策金融公庫資金

林業生産力の維持増進、林業構造の改善等のため、
造林事業、林道事業等に必要な資金について、林業の
生産期間の長期性、低収益性等の特質を考慮して日本
政策金融公庫から長期低利の資金の融通を行ってい
る。
林業関係資金の23年度の貸付実績は表21のとおりで
ある。

表21 日本政策金融公庫林業関係資金貸付実績
（単位：百万円）

区 分 22年度 23年度

林
業
基
盤
整
備
資
金

造林

補 助 公 有 林 1,566 1,345
私 有 林 468 257

非補助 公 有 林 1,074 1,070
私 有 林 102 70

計 3,209 2,742
樹 苗 養 成 － －

林 道 9 5
利 用 間 伐 推 進 7,428 5,999
伐 採 調 整 － －

森 林 整 備 活 性 化 資 金 449 299
林 業 経 営 育 成 資 金 6 464
農林漁業セーフティネット資金 317 102
林業構造改善事業推進資金 － －
農 林 漁 業
施 設 資 金

共 同 利 用 1,198 1,449
主務大臣指定 123 6,719

振興山村・過疎地域経営改善資金 － －
計 12,740 17,779

（注）四捨五入のため内訳と計は必ずしも一致していない。

2 林業・木材産業改善資金

最近における林業・木材産業経営の厳しい状況等に
かんがみ、林業・木材産業経営の改善、林業労働に係
る労働災害の防止、林業労働に従事する者の確保等に
ついての林業従事者等の自主的努力を積極的に助長す
るため、林業・木材産業改善資金助成法(昭和51年法律
第42号)による無利子の中・短期資金の貸付けが行わ

れており、23年度の貸付実績は表22のとおりである。

表22 林業・木材産業改善資金貸付額の推移

年 度 貸付額(百万円)
Ｈ19 2,912
Ｈ20 2,073
Ｈ21 1,056
Ｈ22 963
Ｈ23 1,020

3 木材産業等高度化推進資金

⑴ 制 度 の 意 義
木材産業等高度化推進資金制度は林業及び木材産業
をめぐる厳しい諸情勢に対処して林業・木材関連産業
の健全な発展を促進するため、「林業経営基盤の強化
等の促進のための資金の融通等に関する暫定措置法」
(昭和54年法律第51号)に基づき、昭和54年度に創設さ
れた低利融資制度である。
制度の目的は、木材の生産及び流通の合理化の促進
による、木材供給の円滑化並びに効率的かつ安定的な
林業経営の育成を図るため、木材の生産又は流通を担
う事業者がその行う合理化を促進するのに必要な資金
及び林業者が行う林業経営の改善を推進するのに必要
な資金（林業経営の規模の拡大、生産方式の合理化等
の林業経営の改善に伴い必要なものに限る。）を低利
で融資する措置を講じ、もって木材関連産業及び林業
の健全な発展に資することにある。

⑵ 制度の仕組み
本制度の仕組みは、国が独立行政法人農林漁業信用
基金（以下「信用基金」という。）を通じて都道府県に
資金を低利で貸付け、都道府県は当該貸付金及びこれ
と同額の自己資金を金融機関に低利で供給し、金融機
関はこれを原資の一部として当該供給資金の2、3又
は4倍の資金を低利で融通するものである。
本制度の資金は、木材の生産又は流通に関する合理
化計画並びに林業経営の経営基盤の強化に関する林業
経営改善計画について都道府県知事の認定を受けた者
に対し、事業の合理化並びに経営基盤の強化を推進す
るのに必要な資金を都道府県から資金の供給を受けた
農林中央金庫、商工組合中央金庫、都市銀行、地方銀
行等の民間金融機関により貸付けられる。

⑶ 23年度の予算措置及び実行状況
23年度までに政府貸付出資金が98億円措置され、23
年度の木材産業等高度化推進資金の貸付枠は600億円
であった。
23年度末の資金種類別貸付状況は、表23のとおりで

ある。
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表23 資金種類別貸付状況（23年度末貸付総額)

資 金 種 類 貸付額 構成比
(億円) (％)

事業経営改善計画
事業経営改善合理化資金(運転資金) 20 6
素材生産等促進資金 20 6
素材転換促進資金 － －
間伐等促進資金 0 0
素材生産合理化資金(運転資金) 233 63
素材生産資金 53 14
素材引取資金 180 49
素材転換促進資金 0 0
製品流通合理化資金(運転資金) 48 13
間伐等促進資金(運転資金) 45 12
構造改革促進資金（運転資金） 3 1
木材加工流通システム整備資金 － －
(設備資金) － －
木材高度利用加工資金 － －
木材市場整備近代化資金 － －
主産地育成整備資金 － －
構造改善計画
構造改善合理化資金(運転資金) 2 0
チップ等安定供給資金 － －
木材高度加工資金 1 0
原木確保協定促進資金 1 0
経営高度化促進資金(運転資金) 18 5
立木等引取資金 13 4
資源循環推進資金 － －
チップ等安定供給資金 － －
木材加工資金 3 1
高度加工資金 1 0
木材需要拡大資金 － －
原木確保協定促進資金 1 0
林業経営高度化推進資金(運転資金) 1 0

計 370 100
(注) 四捨五入のため内訳と計は必ずしも一致していな
い。

4 (独)農林漁業信用基金（林業信用保証制
度）

信用基金の林業信用保証制度は、林業者等(林業種
苗生産業及び木材製造業を含む。）が林業の経営の改
善に必要な資金又は木材卸売業者等が木材の流通の合
理化に必要な資金を融資機関から借り入れる場合に、
その借入れ等に係る債務を保証するものである。この
ことを通じて林業及び木材関連産業の発展に資するた
めの資金の融通の円滑化を図っている。
信用基金の林業信用保証制度の資本金は政府・都道

府県・林業者等の三者の出資金からなっている。
23年度の業務状況は次のとおりである。

⑴ 出 資 の 状 況

23年度に政府及び林業者の出資が増加したことによ
り、23年度末の出資金の総額は227億572万円となって
いる。(表24)

表24 23年度末出資状況

区 分 出資者数 出資額 構成比
(万円) (％)

政 府 1 1,537,057 68
都道府県 47 373,621 16
林業者等 5,644 359,894 16

（注）政府の出資額には、貸付資金及び寄託資金に係る出資
は含まれていない。

⑵ 債務保証の状況
23年度の保証額を保証対象資金の種類別にみると、
製材が67％、素材生産が20％と両業種で87％を占める
ほか、木材産業等高度化推進資金に係るものが42％と
なっている。
23年度の融資機関別保証実績をみると、地方銀行が
全体の54％を占めている。(表25)
なお、23年度の代位弁済額は18億2,185万円(前年度
13億6,160万円)で、前年度に比べ4億6,025万円増加
した。(表26)

表25 23年度融資機関別保証実績

融資機関 金 額 金額構成比
(百万円) (％)

農林中金 1,060 3
商工中金 3,821 9
都市銀行 3,018 7
地方銀行 23,052 54
第二地方銀行 4,120 10
信用金庫 4,722 11
その他 2,667 6
合 計 42,460 100

表26 代位弁済額の推移

区 分 代位弁済額(百万円)
Ｈ19 1,864
Ｈ20 2,652
Ｈ21 1,681
Ｈ22 1,362
Ｈ23 1,822

（注）代位弁済元本額のほか、利息及び遅延損害金を含む。

第8節 林業技術対策

1 研究開発体制の整備

⑴ 研究開発の戦略的推進
森林の有する多面的機能の発揮、林業の持続的かつ
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健全な発展、木材の安定供給体制の整備等に対応した
研究・技術開発の効果的・効率的な推進を図るため、
平成19年1月に策定した「森林・林業・木材産業分野
の研究・技術開発戦略」に基づき試験研究及び技術開
発を推進している。
試験研究に当たっては、国と独立行政法人森林総合

研究所及び都道府県等がそれぞれの特性を活かした分
担協力を行う等一層の連携を図りつつ、一体的な推進
を図るため、全国を6ブロックに分け林業研究開発推
進ブロック会議を開催した。
また、多様な樹種を対象に品種の開発等に係る研究

から種苗の生産・配布までを内容とする林木育種につ
いては、平成19年2月に策定した「林木育種戦略」に
基づいて推進している。
林木育種事業の推進に当たっては、国と独立行政法

人森林総合研究所及び都道府県等の関係機関との密接
な連携の下、効率的かつ効果的な実施のために、5つ
の育種基本区ごとに林木育種地区協議会を開催した。

⑵ 独立行政法人の試験研究
独立行政法人森林総合研究所は、平成19年4月に独

立行政法人林木育種センターと統合し、森林及び林業
に関する総合的な試験及び研究、林木の優良な種苗の
生産及び配布等を行うことにより、森林の保続培養を
図るとともに、林業に関する技術の向上に取り組んで
いる。
森林総合研究所は、

① 森林・林業の再生に向けた森林管理技術・作業体
系と林業経営システムの開発
Ａ 地域に対応した多様な森林管理技術の開発
Ｂ 国産材の安定供給のための新たな素材生産技術
及び林業経営システムの開発

② 林業の再生に対応した木材及び木質資源の利用促
進技術の開発
Ｃ 木材の需要拡大に向けた利用促進に係る技術の
開発

Ｄ 新規需要の獲得に向けた木質バイオマスの総合
利用技術の開発

③ 地球温暖化の防止、水源の涵
かん

養、国土の保全、生
物多様性の保全等の森林の機能発揮に向けた研究
Ｅ 森林への温暖化影響評価の高度化と適応及び緩
和技術の開発

Ｆ 気候変動に対応した水資源保全と山地災害防止
技術の開発

Ｇ 森林の生物多様性の保全と評価・管理・利用技
術の開発

④ 林木の新品種の開発と森林の生物機能の高度利用

に向けた研究
Ｈ 高速育種等による林木の新品種の開発
Ⅰ 森林遺伝資源を活用した生物機能の解明と利用
技術の開発

について、重点的に研究を推進するとともに、我が国
の森林・林業・木材産業に関する総合的な研究開発を
推進する中核機関として、国、都道府県等との密接な
連携・協力を進め、行政ニーズに対応した課題に取り
組み、その着実な実施を行った。
これら試験研究等を実施するために23年度の運営に
要した経費は97億6478万円であった。
⑶ 都道府県等の行う試験研究に対する指導・助言
森林総合研究所の行った基礎的研究を基に、地域の
実情等に合った実用的な試験研究を行っている都道府
県等に対し、林業研究開発推進ブロック会議等で試験
研究に対して指導・助言を行った。

2 技術開発の推進

⑴ 林業機械開発事業
林業の機械化の促進を図るため、平成23年度には①
森林整備の効率化に資する高性能林業機械等の開発・
改良を実施し、②先進林業機械改良や新作業システム
の開発等に助成した。
① 森林整備効率化支援機械開発等

高性能・高機能なスイングヤーダの開発、大径
木に対応したハーベスタ用ベースマシンの開発等
を実施した。
② 先進林業機械改良・新作業システム開発等

先進林業機械を現地の作業条件に適合させるよ
うな改良や現地検討会の開催等に助成した。
⑵ 森林資源活用型ニュービジネス創造対策事業
林地残材や間伐材等の未利用森林資源活用のため、
先進的な技術を活用し、木質バイオマスを原料として
ナノカーボンやバイオ燃料等のマテリアルやエネルギ
ーに変換して利用するための新たな製造技術の開発・
実証を行った。

⑶ 花粉発生源対策
社会問題化しているスギ等の花粉症について、県庁
所在地等の人口の集中する地方都市を対象にスギ花粉
の発生源地域を推定する調査及びヒノキ雄花の観測技
術の開発に取り組んだ。

3 林業普及指導事業

林業普及指導事業は、森林法第187条第1項に規定
する林業普及指導員を適正に配置し、森林所有者等に
対して林業に関する技術及び知識の普及と森林施業に
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関する指導等を行うとともに、青少年を始めとする国
民各層を対象とする森林・林業への理解や啓発に必要
な施設等の整備並びに林業後継者の育成・確保を図る
ことにより、林業技術の改善、林業経営の合理化、森
林の整備等を促進し、もって林業の振興を図り、森林
の有する諸機能の高度発揮に資することを目的とする
ものである。
23年度は、22年度に行われた事業仕分け等を契機に、

農林水産省内に設置した「普及事業のあり方検討会」
において時代の要請に即した普及事業の新たな展開に
ついて検討し、平成23年8月に見直し結果の取りまと
めを行った。当該結果に基づき、国と都道府県による
共同事業の枠組みは維持しつつ、普及事業の一層の強
化に取り組むこととし、次のような事業を実施した。

⑴ 林業普及指導事業交付金
林業普及指導員の設置のほか、普及指導活動の効率

的推進を図るため、普及指導活動に必要な機材等の整
備、普及車両の配備、普及指導員の巡回指導、試験研
究の成果の現地適応化、普及指導員の研修、普及指導
員が計画的に行う情報活動として林業機械稼働実態等
の特定情報調査及び技術情報の整理分析等の実施につ
いて必要な経費を都道府県に助成した。

⑵ 森林・林業・木材産業づくり交付金
森林の多様な利用・緑化の推進

青少年の継続的な体験活動を通じた森林環境教育の
推進の場、市民参加や後継者育成に資する林業体験学
習の場等としての森林・施設の整備について必要な経
費の一部を都道府県等に助成した。

⑶ 「緑の雇用」現場技能者育成対策事業
森林･林業関係学科の高校生に対する林業経営・就

業体験、新たに林業経営を手がける森林所有者に対す
る情報提供等について必要な経費を民間団体に助成し
た。

第9節 国有林野事業

1 国有林野事業の現状

国有林野は、我が国の国土面積の2割、森林面積の
3割に当たる758万 ha に及んでいる。その多くが奥
地脊梁山地や水源地域に分布しており、貴重な野生動
植物が生息・生育している森林や原生的な天然林も多
く残されていることから、森林のもつ国土の保全、水
源の涵

かん

養、自然環境の保全等の公益的機能の発揮に大
きな役割を果たしている。
国有林野事業は、こうした国有林野の管理経営を行

うための事業であり、昭和22年の発足以来、独立採算
性を前提とした特別会計制度によりその使命を果たし
てきた。また、戦後の復興期から高度経済成長期にか
けては、増大する木材需要に応えるとともに、事業収
益の一部を一般会計に繰り入れるなど国の財政にも貢
献した。
しかし、昭和40年代後半以降、木材輸入の増加等に
よる木材価格の低迷、資源的制約や自然保護への配慮
による伐採量の減少等から財務状況が急速に悪化し
た。その結果、昭和51年度からは財政投融資資金を借
り入れるようになり、その後、4次にわたり「国有林
野事業の改善に関する計画」を策定し経営改善に努め
たものの、引き続き木材価格が低迷したこと及び土地
価格が低迷したことなどにより債務は累増した。
このようなことから、国有林野事業が将来にわたっ
てその使命を十全に果たせるよう、平成8年度から9
年度にかけて、林政審議会や行政改革会議、財政構造
改革会議等において国有林野事業の改革の方向等につ
いて幅広く論議・検討された。
国有林野事業では、これらの論議・検討を踏まえて
平成10年10月に成立した国有林野事業改革関連2法に
基づき、平成15年度までを集中改革期間とし、
① 木材生産に重点をおいた管理経営から、公益的
機能の維持増進を旨とする管理経営への転換
② 組織・要員の徹底した合理化、縮減による簡素
で効率的な管理経営体制の確立
③ 独立採算性を前提とした特別会計制度を見直
し、一般会計繰入を前提とした特別会計制度に移
行
④ 累積債務の本格的処理
を柱とした改革を推進している。
具体的には、国有林野の管理経営の方針を明確にす
るとともに、国民共通の財産にふさわしい透明性の高
い管理経営を行うため、国民の意見を広く聴いた上で、
「国有林野の管理経営に関する基本計画」（以下「管理
経営基本計画」という。）を平成15年12月に改定し（現
行計画は、平成20年12月に再度改定したもの）、集中改
革期間に築いた基礎の上に立って、開かれた「国民の
森林」の実現に向けた取組を本格的に推進している。
前述の改革の4つの柱に即して、推進状況を要約的
に述べれば、以下のとおりである。
第1の公益的機能重視の管理経営については、、森

林の機能類型を「水土保全林」、「森林と人との共生林」
及び「資源の循環利用林」に再編し、木材生産のため
の森林（資源の循環利用林）を5割から1割に縮小す
るとともに、国土の保全等のための森林（公益林）を
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5割から9割に拡大し、100年程度の長い周期で伐採
や植林を繰り返す長伐期施業や育成複層林施業等の非
皆伐施業を積極的に推進している。
第2の組織・要員の徹底した合理化、縮減による簡

素で効率的な管理経営体制の確立については、まず、
国の業務は森林の保全管理等の行政的な業務に限定す
るとともに伐採、造林等の事業の実施は全面的に民間
委託することとした。こうした考え方の下で、国有林
野を管理経営する組織については、平成11年3月に、
中央機関として林野庁国有林野部、地方機関として森
林管理局、森林管理署・支署に再編している。これら
と併せ、職員数の適正化にも取り組み、国有林野事業
に係る組織を簡素かつ効率的なものとしている。
第3の一般会計繰入を前提とした特別会計制度への

移行については、平成10年10月の国有林野事業改革関
連2法の施行に伴い平成10年度以降、公益林の保全管
理等に必要な経費等について安定的・継続的に一般会
計からの繰入が行われている。
第4の累積債務の本格的処理に関しては、国有林野

事業改革関連2法の施行に伴い、累積債務約3.8兆円
のうち、約2.8兆円を一般会計へ承継し、残りの約1.0
兆円は国有林野事業特別会計で利子補給を受け、累増
を防止しながら、借り換えることにより、将来におい
て返済することとした。
平成23年度においては、間伐等森林整備の積極的な

実施等による地球温暖化防止への寄与や伝統的木造建
造物などの修復等に必要な木材の供給を行う木の文化
を支える森づくりなど新たな国民の期待や林政の課題
に応えるための取組を進めた。さらに、森林環境教育、
森林とふれあう機会の提供や国民参加の森林づくりの
推進に取り組んだ。
また、平成23年7月に閣議決定した「森林・林業基

本計画」において、国有林野については公益重視の管
理経営のより一層の推進、民有林への指導やサポート
など森林・林業の再生に貢献することとし、そのため
に債務を区分経理した上で、組織・事業の全てを一般
会計に移行することを検討することとされたことや、
平成23年12月に林政審議会から答申された「今後の国
有林野の管理経営のあり方について」等を踏まえ、平
成24年3月、組織・事業を一般会計に移行すること等
を内容とする関連法案を第180回通常国会に提出した。

2 国有林野事業の主要事業

⑴ 販 売 事 業
販売事業は、国有林から生産される林産物を立木、

丸太等の形で販売する事業であり、林産物の需給安定

や地域産業の振興等にも十分配慮しつつ実行してい
る。
23年度に国有林野で伐採された立木は769万㎥、そ

の伐採量のうち立木販売等に係るもの326万㎥、丸太
生産の資材としたもの443万㎥であった。
また、官行造林地からの官収分は63万㎥であった。

⑵ 製品生産事業
製品生産事業は国有林に生育する立木を資材とし
て、国が丸太等を生産する事業である。
この事業は、森林の多面的機能の発揮の観点から、
森林の主要な機能の一つである木材生産機能の発揮の
ため、需要者のニーズを踏まえつつ、計画的・安定的
な木材の供給等を目的として実行しているものであ
る。
23年度は、208万㎥ の丸太の生産を行った。

⑶ 林 道 事 業
林道事業は、国有林野の管理経営に必要な林道等の
新設・改良・修繕を行う事業である。
林道は、林産物の搬出、造林の実施及びその他森林
の有する多面的機能を確保するための森林管理にとっ
て欠くことのできない施設であるとともに、公道や民
有林林道等と道路網を形成し、地域住民の日常の生活
利用や地域経済の発展など農山村地域振興にも大きな
役割を果たすものであり、長期的視点に立って計画的
にこれを整備することとしている。
このため、23年度は林道事業に一般会計から121億
2,185万円の繰入れを行い、1,225㎞の林道新設・改良
の事業を行った。

⑷ 造 林 事 業
造林事業は、伐採跡地及び無立木地に樹木の植栽等
を行うとともに、これを保育・保護する事業である。
この事業は森林の有する公益的機能を充実させると
ともに、将来の森林生産力の増進を図るため、長期的
視点に立って、計画的かつ着実に事業を実施する必要
がある。
このため、23年度は一般会計より428億円の繰入れ
を行い、新植植付4千 ha、育成天然林造成2千 ha、保
育15万4千 ha 等の事業を行った。

⑸ 国有林治山事業
国有林治山事業については、国土の保全等公益的機
能の維持増進を図るため、平成21年度に策定された森
林整備保全事業計画に基づき計画的な実施に努めてい
る。
23年度においては、全額一般会計からの繰入により
事業費346億円をもって実施した。

⑹ 国有林野の測定事業
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測定事業は、国有林野の境界（延長約10万㎞，境界
点数約357万点）を管理し、境界標を保全整備する事業
である。
23年度は、測量成果を基に境界標を改設復元する境

界検測及び境界の見回り等を行う巡検・巡視に重点を
置き、境界検測 570㎞、境界検測予備調査 4,412㎞、境
界巡検・境界巡視 97,308㎞等の事業を実施した。

3 国有林野事業特別会計の財務状況

国有林野事業特別会計は､国有林野事業を国有林野
の有する公益的機能の維持増進を基本としつつ企業的
に運営し、その健全な発達に資するため、国有林野事
業等に関する経理を明確にすることを目的に特別会計
に関する法律（平成19年法律第23号、以下「法」とい
う。）に基づき設置されたものである。
この会計の平成23年度の決算は、次のとおりである。

⑴ 歳 入 歳 出
ア 歳入の部

収納済歳入額は、4,612億円であって、これを歳入
予算額4,707億円に比べると95億円の減となった。
その要因の主なものを科目別にみると、一般会計よ
り受入では翌年度への繰越事業があったこと等のた
め85億円の減となり、借入金では借入償還に要する
借入金が予定より少なかったことにより20億円減少
した。

イ 歳出の部
歳出予算現額は、5,092億円であって、その内容は

歳出予算額4,707億円、前年度繰越額385億円であっ
た。この予算現額に対して、支出済歳出額は4,606
億円、翌年度繰越額は387億円、不用額は99億円であ
った。
なお、翌年度繰越額の内訳は、法第170条の規定に

よる支出未済繰越額139億円、明許繰越額246億円及
び事故繰越額3億円であった。また、不用額は、林
道施設の災害復旧事業が少なかったこと等により、
林道施設等災害復旧事業費を要することが少なかっ
たこと等のため生じたものである。

⑵ 損 益 計 算
総収益額1,207億円に対し、総費用額1,444億円とな

り、その差237億円を損失として計上した。この損失
は、法第165条第2項ただし書の規定により翌年度に
繰り越して整理することとして、決算を結了した。
（表27、28）

表27 損 益 計 算 書
（平成23年4月1日から平成24年3月31日まで）

費 用 収 益
科 目 金 額

（億円）
科 目 金 額

（億円）
経 営 費 474 売 上 高 221
治山事業費 461 林野等売払収入 29
一般管理費
及 販 売 費 177 財 産 貸 付 料

等 収 入 48

減価償却費 211 一般会計より受入 871

支 払 利 子 102 森林保全経費
等 財 源 受 入 334

資産除却損 17 治山事業費財
源 受 入 431

雑 損 1 利子財源受入 107
地方公共団体工
事費負担金収入 30

雑 収 入 8
雑 益 0
本 年 度 損 失 237

計 1,444 計 1,444

表28 貸 借 対 照 表
（平成24年3月31日現在）

借 方 貸 方
科 目 金 額

（億円）
科 目 金 額

（億円）
流 動 資 産 481 借 入 資 本 12,975
固 定 資 産 73,810 自 己 資 本 65,999
繰越欠損金 4,446
本年度損失 237

計 78,974 計 78,974
（注）四捨五入により計が一致しない場合がある。

4 国有林野の活用等

国有林野事業は森林・林業基本法（昭和39年法律第
161号）第5条の規定の趣旨に即して、国土の保全、水
資源の涵

かん

養、自然環境の保全、国民の保健休養の場の
提供等の公益的機能の維持増進を図るとともに、林産
物を持続的に供給するほか、国有林野の活用等により
地域住民の福祉の向上と地域産業の振興に寄与してい
る。

⑴ 国有林野の活用
ア 農林業の構造改善等のための国有林野の活用につ
いては、国有林野の活用に関する法律（昭和46年法
律第108号）第3条の規定に基づいて、その活用を積
極的に推進した。
活用決定面積は23年度末現在で次のとおりであ
る。
農業用活用実績面積 5万6千 ha
林業用活用実績面積 2万7千 ha

イ 一般地元施設としての活用
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一般地元施設制度は国有林野の所在する地域にお
ける産業の振興又は住民の福祉の向上に寄与するた
め、国有林野の貸付け・分収造林及び共用林野の契
約等を行うものであるが、その実績は平成23年度末
現在で、貸付使用面積7万6千 ha、分収造林契約面
積12万5千 ha、共用林野契約面積127万5千 ha と
なっている。

⑵ 国有林分収育林事業
分収育林事業は昭和59年に国有林に創設され、以来、

国民参加による森林づくり事業として国民の緑資源確
保に対する要請に応えるとともに、国有林野の森林資
源の整備充実を図るため、実施してきたところである。
分収育林契約では国と国以外の者（契約者）との間

で国有林野の一定の土地に生育している樹木を共有
し、契約者に当該樹木に係る持分の対価及び保育・管
理に要する費用を負担してもらい、伐採時に販売代金
を国と契約者とで分収することとしている。
分収育林は、これまで8万6千人の緑のオーナーの

参加を得て森林整備が図られてきたところであるが、
平成10年の国有林野事業の抜本的改革により、公益的
機能を重視した管理経営に転換したことなどから、分
収育林の適地が減少している状況を踏まえ、法人等が
社会貢献活動の一環として実施する「法人の森林」を
除き、平成11年度から公募を休止しているところであ
る。
なお、平成11年度から分収木（主伐）の販売を行っ

ており、平成23年度には全国140箇所で分収を行った。
23年度末までの契約実績（累計）は次のとおりである。

契約面積 2万6千（ha）
契約口数 10万5千（口）
契約者数 8万6千（人）

⑶ 森林空間総合利用事業
森林空間に対する多様な要請に対応するため、森林

の持つ保健・文化・教育的機能を他の機能との調整を
図りつつ高度に発揮させることとし、「レクリエーショ
ンの森」を中心として森林空間の総合利用を積極的に
展開し、併せて地域振興に寄与することとしている。
また、森林ボランティア活動のためのフィールドや、
森林環境教育のためのフィールドの提供を行ってい
る。
主なものは次のとおりである。
○レクリエーションの森(平成23年4月1日現在)

1,099箇所
・自然休養林 89箇所
・自然観察教育林 165箇所
・風景林 483箇所

・森林スポーツ林 57箇所
・野外スポーツ地域 197箇所
・風致探勝林 108箇所

○ふれあいの森協定(平成24年3月31日現在)
137箇所

○遊々の森協定(平成24年3月31日現在)
175箇所

5 国有林野事業の労働情勢（23年度）

国有林野事業の労使間においては、業務運営、財政
の健全化、国有林野事業の改革等に係る諸課題につい
て論議、疎通を行った。
全国林野関連労働組合は、7月30日から7月31日に
かけて東京都内で開催した「第7回定期全国大会」に
おいて、
⑴ 7月中旬に閣議決定された「基本計画」の推進
と一連の森林計画変更等に係る取組を進めること
また、「大震災」に係る海岸部保安林の再生や木
材の安定供給と利活用等の課題に対して、森林労
連と連携を図り取組を進めること
⑵ 国有林野事業については、一般会計に係る「基
本計画」の閣議決定に基づく検討となることから、
早期に一般会計に移行させるため、林政審議会の
最終答申に対する取組を進めること
さらに、法案を含めた具体的な検討が、今後、
進められることから、国会対策を進めるとともに、
これまでの労使合意と要求に基づく検討となるよ
う労使交渉を進めること
また、事業実行に関しては、民有林と国有林の
一層の連携を図らせるとともに、業務運営の適切
な推進と労働条件課題等の解決に向けて、中央、
地本、分会が一体となって取組を進めること
⑶ 無所属者の組織化と新規採用者の全員組織化に
向け取組を進めること
また、日常の組織運営にあたっては、組合員の
団結強化と闘う態勢の確立に向けた取組を進める
こと
⑷ 森林･林業・木材関連産業の政策の推進のため、
連合及び公務労協等の関係団体と連携を図り取組
を進めること
また、関係する国際組織との連携強化に向けた
取組を進めること
⑸ 2012春季生活闘争については、連合の「春季生
活闘争方針」を基本に、公務労協及び国営関係部
会の統一闘争を重視し取組を進めること
⑹ 「国公制度改革法案」の早期成立を求め、公務労

第11章 林 野 庁― 286 ―



協と連携を図り取組を進めるとともに、新たな労
使関係制度の構築に向け取組を進めること

等が決議された。
こうした情勢の中、国有林野事業は、「国民の森林」
の実現に向けて、公益的機能重視の管理経営を推進し
ていく中で、労働組合との共通の認識の醸成に努め、
相互理解と信頼に基づき、改革を推進するよう努めた。

第10節 森林国営保険

1 事 業 の 概 要

森林国営保険は森林国営保険法（昭和12年法律第25
号）に基づき、民有林人工林等を対象に保険契約を結
び、火災、気象災（風害、水害、雪害、干害、凍害、
潮害）及び噴火災によって受ける損害のてん補を行っ
ている。現在、自然災害を対象とする森林保険は、国
営保険のみである。
平成21年度末の森林国営保険の加入状況は表29のと

おり、105万8千 ha で、民有林人工林面積の13.3％に

当たっており、齢級別に見ると、Ⅰ、Ⅱ齢級（林齢1
年生～10年生）の幼齢林では、加入面積14万 ha で、対
象面積の62％を占めている。
平成23年度予算においては新規契約及び継続契約の
確保等加入拡大に努め、特に中高齢林の加入率を高め
ることとし、歳入については最近の保険加入実績等を
基礎とし、保険契約面積363,900ha（前年度377,300ha）
を予定した。
この計画に伴う歳入は表30のとおり保険料収入26億
7,600万円、前年度繰越資金受入74億2,834万6千円、
預託金利子収入を主体とする雑収入2億213万3千円
で、合計103億647万9千円を予定した。これは、前年
度歳入予算額103億4,142万6千円に比べ3億3,494万
7千円の減となっている。
また、歳出は契約森林に対する損害の補てんに充て
る支払保険金等が19億991万5千円、保険業務を運営
するために必要な事務費11億9,039万4千円、予見し
難い予算の不足に充てるための予備費15億円で、合計
46億30万9千円を予定した。

表29 森林国営保険の齢級別加入状況（平成21年度末現在）

齢級 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ以上 合計

民有人工林面積 （千
ha） 79 147 191 281 7,285 7,983

加入面積 （千
ha） 62 78 72 66 780 1,058

加入率 （％） 78.5 53.1 37.7 23.5 10.7 13.3
注）四捨五入の関係により合計と一致しない場合がある。

表30 歳入歳出予算額
（単位：千円）

項 目 平成22年度 平成23年度
森 林 保 険 収 入 10,383,057 1,010,436
保 険 料 2,698,800 2,676,000
前年度繰越資金受

入 7,684,257 7,428,346

雑 収 入 258,369 202,133
歳 入 合 計 10,641,426 10,306,479
森 林 保 険 費 1,981,752 1,909,915
賠償償還及払戻金 30,316 32,011
保 険 料 1,951,436 1,877,904
事 務 取 扱 費 1,329,058 1,190,394
予 備 費 1,500,000 1,500,000
歳 出 合 計 4,810,810 4,600,309

2 保険契約・てん補の状況

⑴ 保 険 契 約
平成21年度の保険契約の実績は表31のとおり、保険

金額では4,321億2千万円となっており、対前年度比

で2.4％の減となっている。
表31 平成21年度保険契約実績

保険金額（百万円）
齢級 平成20年度 平成21年度 対前年
Ⅰ 22,567 21,257 94.2％
Ⅱ 4,907 4,960 101.1％
Ⅲ 15,958 15,270 95.7％
Ⅳ 18,528 16,768 90.5％
Ⅴ以上 380,974 373,868 98.1％
計 442,934 432,123 97.6％
注）四捨五入の関係により合計と一致しない場合がある。

既往の契約保有高に新規契約分を加えたものから平
成21年度中に期間満了となるものを差し引いた平成21
年度末の契約保有高は、面積105万8,365ha、保険金額
1兆543億1,881万円となったが、これは、前年に比べ、
面積50千 ha の減、保険金額で445億4,923万円の減と
なっている。

⑵ 損 害 て ん 補
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平成23年度の災害別の保険金支払実績は、表32のと
おりで5億6,183万円（面積709ha）である。

表32 平成23年度災害別損害てん補実績

災 害 別 面積
(ha)

てん補金額
(千円)

火 災 44 67,578
風 害 20 19,448
水 害 74 101,644
雪 害 224 231,101
干 害 250 94,781
凍 害 97 47,275
潮 害 － －
噴 火 災 － －

計 709 561,827
注）四捨五入の関係により計と一致しない場合がある。

3 森林保険特別会計の収支状況

この事業は、特別会計に関する法律（平成19年法律
第23号）に基づき森林保険特別会計を設置し運営して
いる。
平成23年度の収納済歳入額は96億1,377万円、当初

予算に比べ6億9,270万円の減となった。一方、支出
済歳出額は16億6,783万円で、歳入歳出の差し引きは
79億4,593万円の剰余を生ずることとなるが、次年度
へ繰越す未経過保険料及び支払備金に相当する額66億
878万円を控除するので、決算上は13億3,714万円の剰
余を生ずることとなる。この剰余金については、特別
会計に関する法律第154条第1項の規定により、積立
金として積み立てることとして、決算を結了した。
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